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要  旨 

2000年から2010年までの11年間について、全国と47都道府県の産業別合計特殊出生率（TFR）

を同居児法を用いて推計した。推計した結果、日本の出生状況は非就業者によって TFRの総数の

数値を維持することができている。また、2000年から 2010年の年齢別の推計で晩婚化の進展が

示されている。産業別では、農林水産業、公務、建設業、電気・ガス・熱供給・水道業、福祉関

連の TFRが高い。TFRが低い産業は、卸売・小売・飲食店、宿泊業、運輸業である。TFRの高い

産業と低い産業について、それぞれの賃金、就業規則、労働環境などを検討することによって、

少子化対策への課題も明らかになる可能性がある。就業人口が多く、TFRの低い産業部門につい

て出生数を上げる方策に取り組むことが少子化対策の１つになるであろう。産業別 TFRが把握で

きることにより各産業部門の女性の労働環境の改善や女性の労働選択、さらには少子化問題を検

討する際の情報になる。 

次に、地域別の TFRのデータを用いて集積経済の関係を検討した。Sato Y(2007)、Morita T, 

Yamamoto K(2014)では集積経済（高い人口密度を持つ）のある地域は TFRが低くなり、集積経済

の低い地域は TFRが高くなることが示されている。本研究の結果でも、電気・ガス・熱供給・水

道業、公務以外は整合的になっている。 

最後に、様々な集積経済の指標について産業別 TFRを検討した。先の理論と整合的であったの

は、雇用数と事業所規模の立地指数(製造業）、可住地面積あたりの工業統計従業員数（製造業）、

特化型集積指標、都市型集積指標の４つである。公務の TFRが他産業とは異なり理論通りではな

い。このことは、民間企業で働く環境が公的機関で働く環境により近づくことで、地域差が狭め

られる可能性を示しているのかもしれない。 
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１  はじめに 

平成27年の国勢調査において、日本の人口は1億2711万人となり、5年前の平成17年の

人口と比較すると94万7千人の減少(-0.7％)になった。これは、大正9年に国勢調査が始ま

って以来，初めての人口減少である。この人口減少を食い止めるために、日本政府は合計特殊

出生率1.8の実現を目指すという目標を掲げ、待機児童ゼロや幼児教育の無償化をさらに拡大

し、子育てに優しい社会をつくり上げるようとしている。 

仕事と子育ての両立のための支援は、少子化対策にとって重要な課題である。2005年（第

13回）、2010年（第14回）出生動向基本調査によると、2006～2010年に結婚後も就業を継

続している妻の割合は６割前後となっている。2006～2010年と2001～2005年の結果を比較

すると、第１子出産前後の妻の就業変化では、妊娠前に就業していた妻の割合が増加し、その

一方で出産退職する妻の割合も増えている。第１子出生年別の第１子出産前後の妻の就業変化

では26.8％が就業を継続している。出産をしながら就業が継続できる要因は、就業先企業に

よるもの、夫を含めた家庭生活によるもの、自治体を含めた支援によるものを含め多岐にわた

っている。本研究では、就業先企業のサイドから見た出生率について検討する。そのため、産

業別合計特殊出生率（以下ではTFR とする）の試算を行った。 

産業別のTFRを推計する必要性については、以下のような背景がある。労働参加をする際、

業界業種、そして職種により決定するが、職種は入社時点で明確にされていない場合があると

ともに、企業経営上の変更などもある。しかし、業界業種つまり産業については、転職以外で

はほぼ一定である。他方、労働組合においても企業の枠を超えた横断的な職業別組合や産業別

組合がある一方で、日本の労働組合は企業別組合があり、それらの連合で産業別組織を形成し

ている場合が多い。その意味では労働者の環境改善や労働選択としても、産業別の観点で少子

化問題を検討する必要がある。 

日本の全体のTFR は、地方のTFR の変化によっても影響する。都道府県の人口は、東京

をはじめとする上位9の都道府県で6847万人となり、日本人口の50％以上を占めており、

人口の地域格差が顕著になっている。その一方で、地域にとっては居住するだけでなく人々の

流動や交流という観点も地域に大きな影響を及ぼす。そのため、本研究では、地域別として

47都道府県の産業別TFRを推計した。さらに、産業別の就業者のTFR を把握することによ

って地域の違いについても検討する。 
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本研究では、全国と47都道府県の産業別TFR の推計は同居児法を用いている。TFRは厚

生労働省で行っている人口動態統計をもとに母親の属性からみた職業別出生率は公表されて

いるものの産業別TFRは公表されていない。そのため、産業別に推計可能な方法として同居

児法を用いた。同居児法とは人口学で用いられている方法で、母親の年齢と同居児の年齢を集

計した同居児表から生命表を用いて、母親の年齢別に出生数を遡及計算することによって出生

率を推計する方法である。人口センサスの結果から出生率を推定する場合などに用いられてい

る。 

以下では、2で出生動向基本調査の出産と就業についての動向をまとめる。3で同居児法と

出生率に関する先行研究について整理し、4で同居児法の推定方法と利用データを概説する。

続く5で、推計された全国と47都道府県の産業別TFR からみられる特徴を示す。最後に、

TFR と地域の関係性について既存論文との整合性や集積指標との関係の分析結果をまとめる。 
 
 
 
 
 

２  出生動向基本調査の出産と就業の動向 
出生動向基本調査は、国立社会保障・人口問題研究所が行っている実地調査(社会保障・人

口問題基本調査)の1つであり、政府承認統計として1940年から実施されている。1952年に

第2回が行われて以降、5年毎に「出産力調査」として実施されている全国標本調査である。

1992年の第10回調査より現在の「出生動向基本調査」と名称が変更されている。第14回出

生動向基本調査報告書によると、人口動態統計や国勢調査では把握できない夫婦の出生動向と

その規定要因などを明らかにし、政

策的な課題を社会科学的な立場から

探る目的で実施されている。特に国

内の結婚、出産、子育ての現状と課

題を調べるために、夫婦と独身に対

して同時に調査を実施している。こ

こでは、2010年（第14回）、2005

年（第13回）出生動向基本調査(夫

婦調査)をもとに、妻の就業と出産に

ついてとりまとめる。                  出所：国立社会保障・人口問題研究所(2010)「第14 回出生 

結婚した女性のうち結婚前に無職であ    動向基本調査結婚と出産に関する全国調査夫婦調査の 

った者が増加している一方で、結婚前に    結果概要」P14 図5-3をもとに、筆者が作成した。 
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就業していた者が結婚退職せずに継続する人も増えている。この結果、最終的に結婚後も就業

を継続している妻の割合は2005～2009年で61.0％となっている。          

図表1の第1子出産前後の妻の就業変化は、妊娠前に就業している妻の割合が増加している

一方で、出産退職する妻の割合も増えている。そのため出産後も働き続けている妻の割合は2000

～2004年は26.7％、2005～2009年は26.8％になっている。そのうち、育児休業制度を利用し

て就業を続けている比率は、2000～2004年は14.8％、2005～2009年は17.1％になっており、

育児休業制度を利用する人が増えている。育児休業制度の利用が増えていても、出産前後の就

業継続割合には変化がないことから、就業継続をすでに決定している場合は育児休業制度を利

用している可能性がある。出産前後の妻の就業継続について、子供の数ごとに示したものが図

表2である。2005～2009年の第3子での就業継続割合は、育児休業制度の利用が12.9％、育

児休業制度を利用しない場合でも24.7％と2000～2004年よりも育児休業制度の利用で 2.5％、

育児休業制度を利用しない場合も6.3％増加している。 

次に、結婚前、妊娠前に就業して 

いた妻に限定して就業を継続した者

の割合を示したものが図表3であ 

る。結婚前後の就業継続割合は、1990

年代前半の62.3％から2005～2009年

は70.5％へと約8％増加している。し

かし、図表4の出産前後について就業

を継続した者の割合を見ると、第1子

で40％前後、第2子は70％前後、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：図表1と同じ。図表2．はP23付表４ 結婚年・子の出生年別にみた、結婚・出産前後の妻の就業変

化をもとに筆者が作成。図表3、4はP14 表5-1をもとに筆者が作成。 
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第3子では80％前後で推移しており、調査年において数字に大きな違いはない。就業継続者に

おける育児休業制度を利用した割合については、第1子、第2子、第3子それぞれにおいても

1990年よりも顕著に増加している。 

子どもの数が第2子、第3子と増えた場合、いずれも育児休業制度を利用する割合が増加し

ている。2005～2009年では、第2子は40.5％、第3子は28.5％である。第1子妊娠前の従業

上の地位は、2005～2009年では正規の職員は52.9％と1990～1994年44.6％と比較すると

6.3％も増加している。パート・派遣は18.0％になっている。子どもを1人以上産んだ妻につい

て出産後のライフステージ別の就業状態は以下の通りである、子どもを持つことを追加する予

定がある夫婦は、2005～2009年の調査では19.5％の妻が正規の職員として、19.8％がパート・

派遣、これらの数値と自営業等を含めると43.3％が就業していることになる。出産後は、パー

トや派遣として働く妻の割合が増加している。 

産後も正規雇用を継続している場合、92.3％の人が子育て支援制度・施設を利用をしている。

特に、産前・産後休業制度(81.8％)、育児休業制度(62.4％)などである。制度・施設の利用率は

勤め先の企業規模などで差があり、大企業や官公庁に勤める人は高くなっている。１ 最初の子

どもが3歳になるまでに夫妻の母親(子の祖母)から支援を受けた割合は2000 年以降は50％程

度で推移している。 

以上のように、結婚前に就業していた者が結婚退職せずに仕事を継続する人が増えている一

方で、結婚後出産を契機に退社をしている割合も多くなっている。出産退職をする人の中には、

仕事と育児の両立やそれを取り巻く様々な問題によって、やむなく出産退職を選んでいる人も

いる。出産退職を選ばずに、仕事を継続できる環境、そして出産退職した人が再就職できるた

めの環境などの整備が必要である。また、育児休養制度の利用率が高くなっていることもあり、

第２子以上を持つ母親が就業を継続している場合は、第３子の出産でも就業を継続している実

態がある。そのため、第１子の出産時点で、就業継続を維持できる環境整備の取組みが何より

も重要になろう。 
 
 
 
 
３  同居児法と出生率に関する先行研究 
出生率を計算するために用いられる統計は、国や地域の統計局が調査したデータをもとにす

るもの、また分析目的によってマイクロデータの収集を独自に行い、分析に利用するものなど

がある。日本についていえば厚生労働省で行っている人口動態統計をもとに出生率が算出され 

 

１．国立社会保障・人口問題研究所(2010)P14に示されている。 
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出生率の状況を把握し、政策に活用されている。また、このデータを用いて多くの分析が行わ

れている。 

人口動態統計は「戸籍法」及び「死産の届出に関する規程」により届け出られた出生、死亡、

婚姻、離婚及び死産の全数を対象にしており、月別、年別でもデータがまとめられている。さ

らに日本全体と47都道府県や市などの地域別出生率は、母親の世帯の属性別など詳細なTFR

が公表されている。出生率を様々な側面で検討する際、人口動態統計で出されている以外の属

性のTFR を得るには同居児法を用いて推計する方法が用いられる。 

同居児法とは、人口学で用いられている方法で、母親の年齢と同居児の年齢を集計し

た同居児表から、生命表を用いて母親の年齢別に出生数を遡及計算することで出生率を

推計する方法である。人口センサスの結果から出生率を推定する場合などに用いる。 

同居児法は伊藤達也・山本千鶴子(1977)P16 脚注によると、「the Own-Children 

method estimation の日本語訳で、自分児法（Jibunjiho）、嫡児法（cyakujiho）とも訳

される。この方法は Dr.Lee-Jay Cho,Director of East-West Population Institute, 

East-West Center の了解のもとに 1976 年 12 月 4 日より the Own-Children method 

estimation の訳語として同居児法を用いている」ことが記されている。 

 

3.1  同居児法を用いた研究 
同居児法（the Own-Children method）を用いた出生率の推計方法は、Cho et al(1986)

に詳細に解説されている。その後の多くの同居児法を用いた研究はこの方法に準じてデ

ータを作成し、データの比較や分析に利用している。 

近年、同居児法を用いた研究は、民族や移民の出生率について分析している論文など

が多い。これは先に示した通り、同居児法は出生率を母親の属性によって推計すること

できるためである。Berthoud, R. (2001)では、英国について同居児法を用いて労働力調

査（LFS：the Labor Force Survey）による少数民族の女性に対する出生率、とくに 10

代を中心に分析をしている。Coleman, D.A. and M. Smith. (2005)では、イギリスの移民

および少数民族の人口予測を行っている。民族ごとのグループの年齢特殊出生率

（age-specific fertility）および TFR を算出し、民族による違いを示している。 

Dubuc, S.(2009）は、英国の LFS と同居児法を用いて民族に関する TFR の分析を行

っている。ここでの特徴は、Rees (2007) によって用いられた主要な民族グループの子供

女性比率（CWR）を用いた 2 種類の出生率と TFR を比較し、これらの違いをもとに改

良した TFR を用いて分析している。その結果として、民族ごとのグループの出生率の違

いを示している。Dubuc, S. (2012)と Coleman, D. A., & Dubuc, S. (2010)は、英国の移
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民の世代間の出生率を英国の LFS に同居児法を用いて推計している。Dubuc, S. (2012)

では出生率の変動の要因として高等教育への関係を言及している。Coleman, D. A., & 

Dubuc, S. (2010)では、移民の出生率について移民してきた段階では高く、その後低くな

っていること。パキスタンとバングラデシュの女性の出生率は 20 年間減少しているもの

の、英国の平均を大きく超えていることを示している。また、Dubuc, S. and J. Haskey. 

(2010)も英国の民族別出生率について分析し、出生率の違いをもたらす潜在的な原因を

検討している。 

ドイツでは、Krapf, S., & Kreyenfeld, M. (2015)が、ドイツマイクロ統計を用いて出

生率の研究するために特定の移民のグループを検討している。同居児法を用いて、移民

と移民でない人の出生率を分析している。Krapf, S., & Wolf, K. (2015)では、2005 年と

2009 年の 2 か年においてドイツのマイクロセンサスデータを用いて、ドイツ人とドイツ

にきた移民のトルコ人について世代別の出生率を離散時間型危険モデルで分析している。

ドイツの出生率のパターンの差や適合性を、年齢、教育など様々な要因から検討してい

る。その他のものとして、Avery, C., St. Clair, T., Levin, M., & Hill, K. (2013)では、多

くの開発途上国は出生率を計測するための正確な戸籍および住民登録が欠落しているこ

とから、出産した子供の情報の調査とセンサスを利用して、同居児法と FBH（Full Birth 

History）の推計データを比較している。その結果、FBH の TFR は過大推定されている

が示されている。 

 

3.2  産業および就業別TFR の研究 
産業別 TFR の研究については以下のような研究がある。Karsten Albæk, Mona 

Larsen(2014) は、デンマークの 1997 年から 2010 年までの縦断的データを用いて民間

部門と公共部門の女性の雇用者の出生率の差を推定し、その差がどのような要因で異な

っているかについて分析している。1997 年から 2010 年までの公共部門の出生率の平均

は 2.23 であり、同じく民間は 1.91、その差は 0.32 である。この差の半数は 25 歳から

29 歳の女性よる差である。2 使用したデータでは、70％の女性が同じ部門で働き続けて

いるものである。女性の公共部門と民間部門の出生率の差の約半数は女性の職業選択に

よって説明される。民間部門に継続して働いている女性は出生率が低く、公的部門に継

続して働いている女性は出生率が高くなっている。また、所属する部門を変えて働く 

2．本研究で推計した結果、2000年から 2010年までの日本の公共部門の出生率の平均は 0.83であり、

同じく民間部門は 0.49 である。その差は 0.34 である。この差の半数は 30 歳から 34 歳の年齢の女

性においての差である。2000 年では 25 歳から 29 歳までの公共部門と民間部門の出生率の差が大き

かったが、2005 年以降は 35 歳から 39 歳の差が大きくなっている。 
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女性は先（低い出生率と高い出生率）の中間の出生率である。 

この結果、母親としての異質の選好を持つ女性としての自分の選択と出産の際の労働

条件による直接的影響の両方が一致している。そしてこれらの選好は部門の雇用選択の

要素であるかもしれないとしている。 

就業状態なども加えた出生率の研究も行われている。Bratti, M., Bono, E. D., & Vuri, 

D. (2005)は、イタリアにおいて出産後の女性の労働市場の状態と過去の職務特性の効果

について分析している。特に、女性の結婚前の職歴や第１子の誕生の後の女性の就業参

加の要因を検討している。Adsera, A. (2005)は 1994–2000 年の the European 

Community Household Panel Survey を用いている。ヨーロッパの 13 か国についての

出生率において、失業率の男女の差や長期の失業率が第 1 子から第 3 子まで出生への変

化の時間経過を Cox proportional-hazard model（コックス比例ハザードモデル）を用い

て分析している。また、男女の失業率の差のレベルや長期の失業者も区別し、出生する

際の年齢や第 1子、第 2子が生まれてから何年であるかという予測比率を計算している。 

Adsera, A. (2011)では、さらに公的部門や民間部門なども含めて分析している。公的

部門で働く女性は、第２子と第３子を民間部門で働く女性より早く持つことを示してい

る。Conti, M., & Sette, E. (2013)は、イタリアにおいて女性の出産率が雇用者の特徴や

雇用契約の特徴による影響を分析している。ここでの雇用者の特徴は公的部門、民間部

門、小規模の企業、大企業である。データは 30 年間イタリア女性の代表的サンプルを使

っている。その結果、公的部門に働く女性は民間部門に働く女性よりも子供を持つ確率

が高い。そして、手厚い雇用の保護のある大企業に働く女性は小規模の企業に働く女性

よりも子供を持つ確率は高いことを示している。 

Begall, K., & Mills, M. C. (2012).では、第１子より第２子より高い水準の出生に対す

る変化について教育、職業、職業の性別のセグメントを調べている。1940–1985 年のオ

ランダの人口の反復したクロスセクションの調査データを用いて、出生の離散時間

complementary log-log モデル（discrete-time complementary log–log models）を用い

て推定する。その結果、母親の教育より第１子の変化の違いが認められた。職業、特に、

第１子を延期するのは専門性の高い、ビジネスを職業とする女性である。Okun, B. S., 

Oliver, A. L., & Khait-Marelly, O. (2007)は、公的部門と民間部門、パートタイムやフル

タイムの雇用の女性労働者や働いていない女性の出生率について、イスラエルのユダヤ

人のパネルデータを利用して多項ロジットモデルにより分析している。その結果、雇用

されている部門と出産の行動には有意な関係があり、公的部門に働いていた女性は民間

部門に雇用されていた就業歴をもつ女性よりも雇用の継続が高いと結論づけている。こ
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れは、子供を出産した後の有給労働を奨励する役割について示唆しているものである。 

Nakamura, J., & Ueda, A. (1999)では、日本の既婚女性の第 1 子の出産における仕事

の継続性の決定について分析している。1992 年の雇用データと、約 8000 の既婚女性の

調査データを用いている。分析の結果、育児と母親の教育歴は母親の仕事の継続に重要

な決定になっていること。また、女性の就業継続の決定は、産業別、企業規模などの労

働環境によって影響していること。産業別として公共部門では出産する場合でも離職し

ないことを示している。 

De la Rica, S., & Iza, A. (2005)は、スペインの結婚と出産の時期と職業の有期雇用契

約の関係について分析している。 男性が結婚の意思決定をする際、不安定な雇用契約や

無職の場合は結婚をすることにマイナスに強く影響する。しかし女性にとって有期雇用

契約は結婚するかどうかの決定には影響しない。女性が子供を持つかの意志決定は、有

期雇用契約のパートナーがいるか、いないかが影響することを分析により示している。 

 

3.3 地域と出生率の関係についての研究 

地域と出生率に関する研究としては以下のような研究がある。Schultz, T. P. (1985)で

は、出生率の決定の要因として労働需要や女性の賃金率を含む様々な経済変数について

分析している。特に、スエーデンを構成する 25 のエリアについて男性の賃金率の上昇が

出生率を増加させ、女性の賃金率の増加は出生率に低下に寄与していること。さらには

集積の経済による人口の集中が賃金に影響を与え、出生率にも影響を与えている可能性

を示している。また、Sato, Y., & Yamamoto, K. (2005) と Zhang, J. (2002)は出生率と

地域の出生率の違いを理論的に示している。出生と移住者の間の関係まで拡張したもの

に Sato, Y. (2007)がある。この論文では出生率と内生的な集積の経済、および過密の不

経済に関して 2 期間の世代重複モデルによって地域ごとの出生率の違いは人口集中を反

映した人口密度とは負の関係があることを理論的に示している。低い人口密度を持つ地

域から高い人口密度を持つ地域へ人口の移動は、出生において地域のバリエーションを

維持するものとされる。集積の経済は、賃金が上がると可処分所得が増え、出生率が増

える正の所得効果がある一方で、出生率を下げることに影響する機会費用を上げる効果、

さらには親の時間が消費されて、個人としては子供を持つための時間により労働時間を

放棄しなければならない負の効果もある。低い人口密度の地域から高い人口密度の地域

へのネットの人口移動が地域の出生率の違いを可能にしていることを示している。 
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Morita T, Yamamoto K (2014)は企業の集積よる地域間の出生率の格差について分

析したものである。内生的出生率を含む地域間貿易モデルによって、人口（モデルでは

労働人口）が多い地域の製造業の企業の集積は人口の少ない地域の製造業の企業の集積

よりも出生率が低くなることを示した。輸送費用の低下は、地域の企業集積が進むため

経済全体の出生率は低下することを結論づけている。ここでは、2 地域モデルから他地域

モデルに拡張も試みており、同様の結果を導いている。Ishida, R., Oguro, K., & Yasuoka, 

M. (2015)では、移動と地価を含む 2 地域世代間モデルによって人口密度と出生に対する

保育サービスの効果を分析している。2 地域の世代間モデルを用いて理論分析を行ってい

る。地域の出生率は人口密度が高く、混雑経費が認められる場合人口密度高い地域で減

少する。しかし、地域の保育サービスの水準を上げることによって子育ての時間費用が

下げられるならば、人口密度高い地域の低い出生率は抑制されることを示している。ま

た、人口規模における生産性への影響が特定の水準より少ない時、保育サービスの改善

は人口密度の相対的な比率を上げる。その一方で、人口規模の生産性に対する影響が一

定の水準を超えると、保育サービス改革によって子育ての時間費用の相対的な比率が減

るならば、人口密度の相対的な比率は減少することを示している。さらに地域の税金と

保育サービスとの関係ついても着目している。 

実証研究としては de Beers J., Deerenberg I. (2007)、Tumen S. (2012)、Kulu, H. 

(2013)がある。de Beers J., Deerenberg I. (2007)はオランダの地域の TFR について、都

市の違いによって社会、文化的な変数を含む TFR の地域の違いを回帰モデルで分析をし

ている。Tumen S. (2012)は近隣効果（近隣の品質）の内生的成長のソートモデルの出生

の決定を理論的に分析している。Kulu, H. (2013)は、地域の出生変化の原因を分析して

いる。フィンランドの出生のデータを使用し、出生が小さな町および田園地帯で予想通

りに最も高く、首都において最低になっている。住宅事情についても言及している。 

国ごとを地域として考えたBeine, M. A., Docquier, F., & Schiff, M. (2009)やGoto, H., 

& Minamimura, K. (2015)の研究もある。 

 

3.4 日本における同居児法を用いた TFR の研究 
日本における同居児法と取り扱ったものとして以下のものがあげられる。 

伊藤・坂東 (1987)では、Cho LJ、 Retherford RD、 Choe MK が算出方法をまとめ
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ている。伊藤・山本 (1977)では、厚生行政基礎調査で同居児法を用いて推定した出生率

と人口動態統計の母親の年齢別出生数と年央推定人口による登録出生率を比較して同居

児法の推定値の精度を検討している。その結果、年齢別出生率には差はほとんど認めら

れなかった。ただし、合計特殊出生率では 2 年間の登録値の平均と推定値を比較すると

最大で約５％、15 か月平均で 1.8％の誤差があった。そして地域、世帯の現金支出階級、

世帯業態別の合計特殊出生率を試算し、合計特殊出生率の動向をまとめている。 

大林 (1979)は、Cho and Feeney(1978)に基づいて同居児法を解説し、地域別、社会

経済属性別の出生力の推定を行っている。国勢調査の同居児法の適用を初めて紹介した

ものである。地域の差別出生力の推定において地域の場合は都道府県別の人口における

人口移動は無視できない。女子の有配偶率は属性別に相当の差異があるなどの問題点を

指摘している。松村 (1980)では、昭和 50 年国勢調査を用いて 1961 年から 1975 年につ

いて、同居児法により全国の出生率を算出している。そして、この数値を人口動態統計

の出生率と比較している。人口動態統計は 1 月から 12 月の 1 年間の出生数を用いている

のに対して、国勢調査の同居児法の場合は、10 月から 9 月における出生数を用いている。

データの差異があるものの、この２つのデータの差は 3％以内でかなり小さいと結論づけ

ている。差別出生力として、産業別、非労働力の出生率も算出している。 

伊藤 (1980)では、昭和 50 年国勢調査に基づき同居児法による出生率を算出し、人口

動態統計の出生率と比較し、精度を検討している。その結果、国勢調査に基づく同居児

法による出生率推定の精度が高いことが示されている。この論文には、同居児法の利点

（この場合は昭和 50 年厚生行政基礎調査を対象としている）として調査漏れが少なく、

特に年齢や結婚年数の記入が正確であることを指摘している。また、母と子の関係の推

定が正確に行えることや母親と別居している非同居児の割合が小さいこと、さらには調

査までに死亡していることの割合が小さい、つまり死亡率が低いことなども利点として

あげられている。 

川崎（1985）では、昭和 55 年国勢調査の同居児表から推計方法の検討と母親の教育

程度別出生率や母親の就業状態別、職業別、産業別、世帯の経済構成別、社会経済分類

別、住居の所有関係別で合計特殊出生率を算出している。 

伊藤 (1985)は同居児法を用いて結婚持続期間別出生率の計測方法を示し、その精度を

検討している。また、伊藤・坂東 (1987)は、1964 年から 1968 年について同居児法によ

る年齢合計出生率を都道府県別、属性別に算出して、ひのえうまの影響が地域差をもた

らしているかについて検討している。 

Robert D.Retherford、Naohiro Ogawa Rikiya Matsukura、Hajime Ihara(2004)では、
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1980 年、1990 年、2000 年の国勢調査の同居児表を用いて、中卒、高卒、短大、大学な

どの教育別の出生率を行っている。最終学歴の教育の違いが出生率の変化する要因の一

つであることを示している。近年、数多くの同居児法を用いた研究を取り組んでいる伊

原一氏の研究は以下の通りである。伊原 (2008)は、1980 年から 2000 年の国勢調査を用

いて産業別出生率の推計を行っている。ここでは、農業・漁業就業者の出生率と他産業

の出生率の違いを示している。その結果、日本の出生率の低下の要因として、農業の衰

退を要因の１つとしている。次に、伊原 (2011)では、1975 年から 2005 年の国勢調査の

同居児表を用いて 1961~2005 年の女性の経済構成別出生率について、同居児法を用いて

各年推計を行っている。世帯経済構成別で出生率を比較し、雇用者生体の増加が出生率

の低下に影響していることを指摘している。各年の推計により母親の属性が変わってし

まうことを考慮して遡及結果の接続方法を示している。伊原(2012)は、伊原(2011)と同様

な方法で、母親の職業別、就業状態別に出生率の推計を行っている。伊原(2013)は 1975

年から 2010 年の国勢調査の同居児表を用いて 1961~2005 年の育児就業女性の出生率を

推計し、分析を行っている。年齢別出生率を比較することによって、2005～2010 年の合

計特殊出生率の上昇は２つの要因があることを示している。それは、30~45 歳の出生率

が上昇したことと 20 歳代の出生率低下が下げ止まっていることである。さらに育児就業

率のよる女性の就業率曲線への影響の分析を行っている。 

 

3.5 日本の TFR とその他の経済変数との関係に関する研究 

TFR に関する研究は、分析手法、研究の目的も様々あり数多く存在している。3最近

の研究で、同居児を扱っていないものは人口動態統計を利用している研究である。高山

ほか(2000)は、1985 年から 1994 年までの都道府県ごとのデータを用いて、出生率に関

する実証分析を行い、男性の賃金は正の影響を与え、女性の賃金は負の影響を与えるこ

とを示した。しかし、結婚年齢や児童福祉費などの説明変数の影響が期待する結果と異

なる点や、推定として OLS を用いているのみで地域間の影響を考慮したパネル推計を行

っていない点などに改善すべき点があると結論づけている。 

戸田（2007）では、人口動態統計の出生率を用いて 1985~2004 年について、雇用環

境および家計所得、景気を表す指標や少子化に関連した児童手当の支出額や保育園の定

員数拡充などの家族政策が、都道府県の出生率にどのように影響しているかを分析している。 

 

3．戸田（2007）では、Ohbuchi(1982)、Ogawa and Mason(1986)、今井(1996)、滋野(1996)の研究も紹介して

いる。 
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分析結果としては、雇用環境の改善は出生率を押し上げる効果はあるがその効果は小

さいと示されている。少子化に関連する家族政策の効果はほとんど観察されなかったこ

とついては、先行研究と異なる結果であること。さらに、特定の世帯に対しては家族政

策が有効でも、マクロ的には効果が現れない可能性を示している。 

山内昌和(2014)では、1980 年から 2010 年の日本の都道府県別人口を用いて、４つの

出生指標の選択によって、地域人口の将来推計に結果を与える影響を検討している。 

 
 
 
 
４  利用データと同居児法の推定方法 
4.1 利用データ 

本研究では、国勢調査データをもとに同居児法により日本産業別出生率、47都道府

県の出生率を試算している。推計に用いた主な統計データは、以下の通りである。 

・同居児表：国勢調査職業等基本集計（総務省統計局）全国、都道府県別、 

平成22年国勢調査 職業等基本集計（就業者の職業（大分類），親子の同居等） 

15歳以上70歳未満日本人既婚女性の就業・非就業，産業(大分類)及び年齢(各歳)並び 

に同居児の年齢(各歳)別20歳以下同居児数(休業者及び完全失業者並びに非同居児－特

掲) － 全国  

都道府県結果 報告書非掲載表 15歳以上70歳未満日本人既婚女性の就業・非就業， 

産業（大分類）及び年齢（各歳）並びに同居児の年齢（各歳）別20歳以下同居児数 

（休業者及び完全失業者並びに非同居児－特掲）－都道府県 

平成17 年 就業者の職業，母子世帯・父子世帯など（第3次基本集計）全国結果 報告書非

掲載表 15歳以上70歳未満日本人既婚女性の就業・非就業，産業（大分類）及び年

齢（各歳）並びに同居児の年齢（各歳）別20歳以下同居児数（休業者及び完全失業者

並びに非同居児－特掲）－ 

都道府県結果 報告書非掲載表 15歳以上70歳未満日本人既婚女性の就業・非就業，産

業（大分類）及び年齢（各歳）並びに同居児の年齢（各歳）別20歳以下同居児数（休

業者及び完全失業者並びに非同居児－特掲）－都道府県 

平成12年 第3次基本集計（就業者の職業，母子世帯・父子世帯など）報告書非掲載表 

15歳以上70歳未満日本人女性の就業・非就業，産業（大分類）及び年齢（各歳）並び

に同居児の年齢（各歳）別20歳以下同居児数（休業者及び完全失業者並びに非同居児

－特掲）－都道府県
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http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000000030200&cycode=0 

・生命表 簡易生命表（各年）全国、完全生命表（各５年）全国、都道府県 

・女性の人口：国勢調査の男女各歳人口、平成22年、平成17年、平成12年、全国、都道府県 

職業等基本集計（就業者の職業（大分類），親子の同居等） 全国、都道府県結果就

業・非就業，産業(大分類)，配偶関係(2区分)，20歳以下同居児数(5区分)，年齢(各

歳)別15歳以上70歳未満日本人女性人口(休業者及び完全失業者－特掲)－ 都道府県 

・人口動態統計の月別出生数 平成11年～平成22 年（各年）、全国、都道府県 

 

4.2 産業分類 

本研究では、産業分類別で推計するため産業部門について検討する。日本標準産業分

類の統計基準設定が行われた場合、それに伴って国勢調査で用いる産業分類も変更にな

る。異なる年のデータの利用では、同一基準の産業データにするため中分類や小分類な

どを用いて組み替える必要がある。しかし、本研究で用いる国勢調査同居児の産業別デ

ータは大分類のみの表示であるため、この組み替えができない。そこで、平成 12 年の分

類の少ないものを基準にし、平成 17 年と平成 22 年を調整する。ただし、部門が合わな

いものは時系列の推計ではなく、2000 年、2005 年、2010 年のデータとして扱うことに

する。1 部については産業分類の統一がされていないものがあるが、これは参考として

表記することにする。 

 

図表 5．平成 12 年から 22 年までの産業分類の違い 

 

 

平成12年 平成17年 平成22年
01総数 1 01総数 1 01（ran23-2126.0000　総数 1)）
02就業者 02就業者 02（ran23-2126.0001　就業者）
03Ａ 農業，林業 03Ａ 農業，林業 03（ran23-2126.0002　Ａ 農業，林業）
04うち農業 04うち農業 04（ran23-2126.0003　うち農業）
05B漁業 05B漁業 05（ran23-2126.0004　Ｂ 漁業）
06Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 06Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 06（ran23-2126.0005　Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業）
07Ｄ 建設業 07Ｄ 建設業 07（ran23-2126.0006　Ｄ 建設業）
08Ｅ 製造業 08Ｅ 製造業 08（ran23-2126.0007　Ｅ 製造業）
09Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 09Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 09（ran23-2126.0008　Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業）
11Ｈ 　運 輸 ・ 通 信 業 10Ｇ 情報通信業 10（ran23-2126.0009　Ｇ 情報通信業）
12Ｉ 卸売業，小売業　，飲食店   11Ｈ 運輸業，郵便業 11（ran23-2126.0010　Ｈ 運輸業，郵便業）
13Ｊ 金融業，保険業 12Ｉ 卸売業，小売業 12（ran23-2126.0011　Ｉ 卸売業，小売業）
14Ｋ 不動産業，物品賃貸業 13Ｊ 金融業，保険業 13（ran23-2126.0012　Ｊ 金融業，保険業）
21Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 14Ｋ 不動産業，物品賃貸業 14（ran23-2126.0013　Ｋ 不動産業，物品賃貸業）
22Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 15Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 15（ran23-2126.0014　Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業）
  非 就 業 者  16Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 16（ran23-2126.0015　Ｍ 宿泊業，飲食サービス業）
（再 掲） 休    業    者   17Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 17（ran23-2126.0016　Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業）
（再 掲） 完 全 失 業 者 18Ｏ 教育，学習支援業 18（ran23-2126.0017　Ｏ 教育，学習支援業）

19Ｐ 医療，福祉 19（ran23-2126.0018　Ｐ 医療，福祉）
20Ｑ 複合サービス事業 20（ran23-2126.0019　Ｑ 複合サービス事業）
21Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 21（ran23-2126.0020　Ｒ サービス業（他に分類されないもの））
22Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 22（ran23-2126.0021　Ｓ 公務（他に分類されるものを除く））
23Ｔ 分類不能の産業 23（ran23-2126.0022　Ｔ 分類不能の産業）
24非就業者 24（ran23-2126.0023　非就業者）
25（再掲）休業者 25（ran23-2126.0024　（再掲）休業者）
26（再掲）完全失業者 26（ran23-2126.0025　（再掲）完全失業者）
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4.3 同居児法の推定方法 

 本研究では、伊原（2011、2012、2013）の推計方法を参考に推計している。ここでは、

伊原（2011、2012、2013）の解説内容をもとに示している。4 

 

①国勢調査日 10 月 1 日に合わせた出生数 

国勢調査の出生数は 10 月 1 日 0 歳児の数値のため、前年 10 月～9 月までが必要になる。 

そのため、人口動態統計の月別出生数を利用して計算する。 

 

10 月 1 日現在の各年(year)出生数 B(year) 

B(year) = � B(year, month) + � B(year − 1, month)
12

month=10

9

month=1

 

B(year, month):各年(year)月別(month)出生数 

②母親の年齢各歳別が出生数 

 産業部門別の出生率を推計するために、母親の年齢各歳別の出生数が必要になる。国

勢調査の年齢各歳別同居児数について生命表を用いて遡及する。同居児は男女別にはな

っていないことから、生命表は男女計のものが必要になる。男の生命表と女の生命表と

男女別の年齢別人口を用いて、男女計の生命表を作成する。全国については、平成 12

年と 17 年と 22 年の 3 年について完全生命表の男女計を作成する。平成 13 年～16 年、

平成 18  

年～21 年については各年の簡易生命表で男女計を作成する。都道府県については簡易生

命表がないため、平成 12 年と 17 年、22 年の 3 年について 47 都道府県の完全生命表の

男女計を作成する。 

遡及出生数の計算は以下の通りである。 

 

c�year, αage�:各年(year)の母親の年齢別�αage�遡及出生数 

SR�year, βage�:各年(year)の生命表男女計による同居児年齢別�βage�生残率 

C�year5n, αage, βage�:国勢調査年(year5n)の母親の年齢別�αage�同居児年齢別�βage�同居児数 
 
 
 
 
 
 
4．伊原一（2011）P75-84、伊原一(2013)のＰ117-120 を適宜引用し、本研究内容に合わせている。 
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1 年前の出生数  
c�year5n − 1, αage − 1� = C�year5n, αage, β1� ∕ SR(year5n − 1, β0) 

2 年前の出生数 

c�year5n − 2, αage − 2� = C�year5n, αage, β2� ∕ SR(year5n − 1, β1) ∕ SR(year5n − 2, β0) 
β年前の出生数 

c�year5n − β, αage − 𝛽�

= C�year5n, αage, βage� ∕ SR�year5n − 1, βage − 1�

∕ SR�year5n − 2, βage − 2� ∕∙∙∙∕ SR(year5n − β, β0) 
 
母親の年齢別出生数 

f�year, αage�:各年(year)の母親の年齢別�αage�出生数の推計値 

f�year, αage� = B(year) ∗
c�year, αage�

∑ c�year, αage�αage
 

③国勢調査には、母親の年齢別産業別就業の同居児の人数がある。ここでは、母親の産業

別就業別の 0 歳児の数値を用いる。非同居児分の出生数は産業別では記載がないため、

母親年齢別同居児総数の遡及値の母親年齢構成比により配分した。 

④同居児表の出生数については、5 年ごとの産業別の母親の年齢各歳別出生数を直接補間

して各年の構成比を求め、同居児表を生命表により遡及した各年の母親の年齢別歳別出

生数を構成比で配分した。 

⑤同居児表による出生数については、5 年ごとの属性区分別の母親の年齢各歳別出生数を

直線補間して各年の構成比を求め、属性区分総数の同居児表を生命表により遡及した各

年の母親の年齢各歳別出生数を構成比で配分した。 
 
𝐵ｗ(year5n, age):国勢調査年(year5n)、産業就業状態別(𝑤)、母親の年齢各歳別�αage�出生数 

𝐵ｗ(year5n + 5, age): 

国勢調査年(year5n)5 年後、産業就業状態別(𝑤)、母親の年齢各歳別�αage�出生数 
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  ・直線補間出生数  

   2 時点の出生数を用いて、直線補間出生数を以下の式で求めた。 

Lw�year5n + 1, αage, βage� = Bw�year5n, αage, βage� 

Lw�year5n + 1, αage, βage�

= Bw�year5n, αage, βage� × 4 5⁄ + Bw�year5n + 5, αage, βage� × 1/5 

Lw�year5n + 2, αage, βage�

= Bw�year5n, αage, βage� × 3 5⁄ + Bw�year5n + 5, αage, βage� × 2/5 

Lw�year5n + 3, αage, βage�

= Bw�year5n, αage, βage� × 2 5⁄ + Bw�year5n + 5, αage, βage� × 3/5 

Lw�year5n + 4, αage, βage�

= Bw�year5n, αage, βage� × 1 5⁄ + Bw�year5n + 5, αage, βage� × 4/5 

Lw�year5n + 5, αage, βage� = Bw�year5n + 5, αage, βage� 
 
・構成比 

直線補間出生数を用いて、構成比を計算した。 

𝑅𝑤(year5n + i, age): i 年後(i = 1~4),産業別(w)、母親の年齢各歳別(age)構成比 

𝑅ｗ(year5n + i, age) = L(year5n + i, age) ∕�L(year5n + i, age)
cat

 

・出生数推計値 

構成比を用いて、出生数の推計値を下式により求めた。 

Qｗ
(year5n + i, age): i 年後(i = 1~4)の産業別(w)の母親の年齢各歳別(age)出生数推計値 

Tｗ(year5n + i, age): 5 年後同居児表の生命表遡及による、i 年後(i = 1~4)の区分総数の 

母親の年齢各歳別(age)出生数 

Qw(year5n + i, age) = Tw(year5n + i, age) ∗ R(year5n + i, age) 

 

⑥国勢調査の各歳女性人口について、生命表を用いて遡及人口を推計する。そして、各年

各歳の女性人口を求める。 

g�year, αage�:各年(year)の年齢別�αage�遡及女性人口 

SR�year, αage�:各年(year)の生命表による年齢別�αage�女性生残率 

G�year5n, αage�:国勢調査年(year5n)の年齢別�αage�女性人口 
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1 年前女性人口 

g�year5n − 1, αage − 1� =  G�year5n, αage�/SR�year5n − 1, αage − 1� 

2 年前の女性人口 

g�year5n − 2, αage − 2�

=  G�year5n, αage�/SR�year5n − 1, αage − 1�/SR�year5n − 2, αage − 2� 

β年前の女性人口 

g�year5n − β, αage − β�

=  G�year5n, αage�/SR�year5n − 1, αage − 1�/SR�year5n − 2, αage − 2� ∕∙∙∙

∕ SR�year5n − β, αage − β� 

 

⑦国勢調査の就業状態別女性人口から、女性の各歳産業別就業率を求める。 

国勢調査年(year5n)の各歳�αage�女性産業別就業率𝐿𝑤 

 

Lw�year5n, αage� = Gw�year5n, αage�/G�year5n, αage� 

 

Gw�year5n, αage�:国勢調査年(year5n)の各歳�αage�女性産業別就業人口 

G�year5n, αage�:国勢調査年(year5n)の各歳�αage�女性人口 

 

⑧国勢調査の１～４年後就業率について、各年で国勢調査間の直線補間を行う。そして各

年各歳コーホートの女性就業率を求める。2000 年、2005 年、2010 年については、国勢

調査の産業別就業率を用いる。 

Lw�year5n + 1, αage� = Lw�year5n, αage� × 4 5⁄ + Lw�year5n + 5, αage� × 1/5 

Lw�year5n + 2, αage� = Lw�year5n, αage� × 3 5⁄ + Lw�year5n + 5, αage� × 2/5 

Lw�year5n + 3, αage� = Lw�year5n, αage� × 2 5⁄ + Lw�year5n + 5, αage� × 3/5 

Lw�year5n + 4, αage� = Lw�year5n, αage� × 1 5⁄ + Lw�year5n + 5, αage� × 4/5 

⑨各年の各歳女性人口に各年各歳コーホートの女性就業率を乗ずる。そして、各年の産業

別就業の各歳女性人口を求める。 

各年(year)の各歳別�αage�就業率gw 

gw�year, αage� = g�year, αage� × Lw�year, αage� 
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⑪上記により求めた母親の就業状態別各歳年齢別育児年齢別出生数を各年の就業状態別各

歳女性人口で除算して、女性の就業状態別育児年齢別出生率を各年で求める。 

 

FRw�year, αage� =
Qw�year, αage�
gw�year, αage�

 

 

⑫各歳出生率から、年齢合計により産業別合計特殊出生率（TFR）と 5 歳階級の産業別合

計特殊出生率（TFRw(𝑎𝑎𝑎5𝑛)）を求めた。 

TFRw:各年(year)の各歳別�αage�産業別就業(w)の女性の合計特殊出生率 
 

TFRw = � FRw�year, αage�
49

αage=15

 

 

ASFRw または TFRw(𝑎𝑎𝑎5𝑛):各年(year)の５歳階級別�αage�産業別就業(w)の女性の合計特殊出生率 

   年齢階級別出生率： 

ASFRw（age-specific fertility rate for women in age group and each sector, w (expressed as a rate per 

woman)）  

ASFRw or TFRw(age5n) = � FRw(age)
age5n+4

age=age5n

 

 
 
 
５  全国と 47 都道府県の産業別合計特殊出生率の推計結果 
5.1 全国の国勢調査年TFR の推定結果についての評価 

 本研究では、全国と 47 都道府県の産業別 TFR を推計しているが、ここでは、推計デ

ータの方法について補足したあと、産業分類と使用データの定義を解説する。その後、

推計データの総数について人口動態統計の TFR の数値を比較し、推定結果を評価する。 

 推計は、2000 年、2005 年、2010 年の 3 カ年について、産業別出生者数と産業別女性

の人口を推計した後、2001 年～2004 年、2006 年～2009 年を推計している。 

図表 7～9 は、本研究で推計した国勢調査年における全国の産業別 TFR である。つま

り、時系列で直線補間前の出生数と女性の人口で算出した数値である。なお、産業別出生

数は国勢調査の設定する基準において、母親の出産時点の就業している産業であり、各年

で産業間の移動もあると考えられる。しかし、実施年の異なる国勢調査について同一サン
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プルを追跡することはできないため、本研究では国勢調査データをそのまま用いることに

している。 

国勢調査年で産業分類が異なるのは、日本標準産業分類の統計基準設定の変更による国

勢調査の産業分類、大分類の変更があったためである。時系列での推計については、図表

14 に示している。国勢調査の産業部門の大分類が国勢調査年で異なるため、本研究では産

業部門分類が最も少ない 2000 年をベースに 2010 年までを推計している。ただし、2000

年の産業分類に合わないものは、他の分類と合算するなどしている。 

図表 6．は人口動態統計と本研究の推計結果を比較したものである。国勢調査は 10 月

1 日時点であり、人口動態統計調査は 1 月 1 日から同年 12 月 31 日までのデータであるた

め、同一の数値にはならないが、数値の特徴を検討する。これをみると、人口動態統計と

本研究の推計結果の TFR の差は、2000 年で 0.008（0.6％）、2005 年で-0.006(-0.5％)、2010

年で 0.009(0.6％)となった。いずれも±0.6％未満である。5 歳階級別（以降は ASFR とす

る）でみると、29 歳までは本研究は高めになっており、30 歳以上では低めになっている。

これらから、本研究の推計は利用できる水準にはなっているものと考えられる。 

国勢調査の就業者の定義は、「調査週間中，賃金，給料，諸手当，営業収益，手数料，

内職収入など収入（現物収入を含む。）を伴う仕事を少しでもした人なお，収入を伴う仕事

を持っていて，調査週間中，少しも仕事をしなかった人のうち，次のいずれかに該当する

場合は就業者としています。(1) 勤めている人が，病気や休暇などで休んでいても，賃金

や給料をもらうことになっている場合や，雇用保険法に基づく育児休業基本給付金や介護

休業給付金をもらうことになっている場合(2) 事業を営んでいる人が，病気や休暇などで

仕事を休み始めてから 30 日未満の場合また，家族の人が自家営業（個人経営の農業や工

場・店の仕事など）の手伝いをした場合は，無給であっても，収入を伴う仕事をしたこと

として，就業者に含めています。」5とされている。そのため、パートやアルバイトであっ

ても、調査週間中に上記の定義に合えば就業者数に含まれ、また、産業別の数値にも含ま

れることになる。 

就業者の TFR をみると、2000 年は 0.48、2005 年は 0.45、2010 年は 0.62 となってい

る。また、非就業者の TFR は、2000 年が 2.89、2005 年が 2.79、2010 年が 3.06 である。 
 

5．国勢調査の就業者の定義は、平成 22年について、以下に示されており、それを参照したものであ

る。http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2010/users-g/word4.htm（2016年 3月 30日アクセス） 

  また、パートタイムや内職をしている主婦が，調査期間中（平成 27年調査の場合の日付、9月 24

日から 30日まで）少しも仕事をしなかった場合，「仕事を休んでいた」とはせず，「家事」としま

す。とされている。この出所は、以下である。http://www.stat.go.jp/data/kokusei/qa-6.htm#f1

（2016年 3月 30日アクセス） 
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これらを比較すると、日本の出生状況は非就業者によって総数の TFR の数値を維持

することができている。年齢別でみると、2000 年の就業者は 25～29 歳が 0.14、30～34

歳が 0.20、35～39 歳が 0.08、40～44 歳が 0.01 であるのに対して、2010 年では 25～29

歳が 0.16、30～34 歳が 0.24、35～39 歳が 0.13、40～44 歳が 0.03 となり、晩婚化が進

んでいることがわかる。非就業者についても同様な結果となっている。 

産業別 TFR を比較すると、第 1 次産業が高いことと、公務、建設業、電気・ガス・

熱供給・水道業、福祉関連（2010 年は医療・福祉となっている）と続いている傾向にあ

る。TFR が低い傾向にある産業は卸売、小売、飲食店（2010 年は飲食サービス業となっ

ている）、宿泊業、運輸業である、 

図表 7～9の 5歳階級別の各産業の TFRについて、2000年と 2010年を比較すると、や

はり、30歳以上の階級の数値が高くなっている。 

図表 12は、2010年国勢調査による産業別女性の人口である。2010年の産業別 TFRの

中でも低い数値を示している卸売業・小売業は就業している人口が多い。このように就

業人口が多く、TFRの低い産業部門について出生数を上げる方策に取り組むことは少子化対策

の１つになるかもしれない。 

また、産業別の中でも中央に位置する製造業部門は女性の人口が 3番目に多い産業で

あること、最も TFRが低い宿泊業、飲食サービス業も製造業の次に女性の人口の多い産

業であるため、この部門に対する出生数が増加するための環境整備が必要であると考え

られる。一方、医療、福祉は TFRが比較的高めの産業である。女性の人口は最も高く、

この部門の出生数を少しでも増加させるための環境整備、政策的支援が少子化対策とし

て必要になろう。 

図表 6．人口動態統計と本研究の推計結果の比較 

 

出所：人口動態統計の数値は以下データを用いている。厚生労働省、人口動態統計年報 主要統計表、

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/suii10/、（2016年 3月 31日） 

注：人口動態統計の母の年齢階級別の数値は各歳別出生率を合計したものであり、算出に用いた出生数

の 15歳及び 49歳にはそれぞれ 14歳以下、50歳以上を含んでいる。      
 

  総数 　　　　　人口動態統計(A) 　本研究の推計結果（B) 　差　（A)-(B)

母 の 年 齢 2000年 2005年 2010年 2000年 2005年 2010年 2000年 2005年 2010年

 15～19歳 0.027 0.025 0.023 0.015 0.014 0.011 0.012 0.012 0.012

 20～24 0.197 0.182 0.178 0.161 0.162 0.147 0.035 0.020 0.031

 25～29 0.497 0.423 0.436 0.471 0.398 0.410 0.026 0.025 0.026

 30～34 0.462 0.429 0.479 0.493 0.456 0.498 -0.031 -0.027 -0.019

 35～39 0.157 0.176 0.232 0.184 0.208 0.261 -0.027 -0.032 -0.029

 40～44 0.019 0.024 0.039 0.026 0.035 0.051 -0.006 -0.011 -0.012

 45～49 0.001 0.001 0.001 0.001 0.002 0.002 -0.001 -0.001 -0.001

合計特殊出生率 1.360 1.260 1.387 1.352 1.266 1.379 0.008 -0.006 0.009
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図表 7．2000年の全国、産業別の合計特殊出生率 

 

 

図表 8．2005年の全国、産業別の合計特殊出生率 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

総数 就業者 農業 林業 漁業 鉱業 建設業 製造業
15～19歳 0.01 0.01 0.03 0.00 0.09 0.00 0.02 0.01
20～24歳 0.16 0.04 0.25 0.06 0.41 0.03 0.07 0.05
25～29歳 0.47 0.14 0.53 0.26 0.45 0.20 0.21 0.17
30～34歳 0.49 0.20 0.37 0.30 0.32 0.19 0.25 0.19
35～39歳 0.18 0.08 0.10 0.08 0.07 0.11 0.10 0.07
40～44歳 0.03 0.01 0.01 0.03 0.02 0.02 0.01 0.01
45～49歳 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

TFR 1.35 0.48 1.29 0.73 1.37 0.56 0.67 0.51

電気・ガ
ス・熱供
給・水道
業

運輸・通
信業

卸売・小
売業，飲
食店

金融保険
業

不動産業
サービス
業

公務 非就業者

15～19歳 0.00 0.01 0.01 0.09 0.08 0.01 0.00 0.02
20～24歳 0.06 0.03 0.03 0.04 0.02 0.03 0.05 0.49
25～29歳 0.19 0.10 0.10 0.11 0.09 0.15 0.26 1.14
30～34歳 0.27 0.14 0.13 0.15 0.15 0.23 0.36 0.86
35～39歳 0.10 0.06 0.05 0.07 0.09 0.11 0.13 0.32
40～44歳 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.02 0.02 0.05
45～49歳 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

TFR 0.63 0.35 0.33 0.47 0.44 0.55 0.81 2.89

総数   就業者 農業 林業 漁業 鉱業 建設業 製造業

電気・
ガス・
熱供
給・水

情報通
信

運輸業

15～19歳 0.01 0.01 0.02 0.00 0.11 0.00 0.03 0.01 0.00 0.00 0.00
20～24歳 0.16 0.04 0.19 0.06 0.54 0.07 0.10 0.06 0.04 0.02 0.04
25～29歳 0.40 0.12 0.42 0.22 0.53 0.07 0.22 0.15 0.20 0.06 0.09
30～34歳 0.46 0.18 0.32 0.34 0.36 0.25 0.25 0.18 0.31 0.15 0.12
35～39歳 0.21 0.09 0.12 0.14 0.09 0.08 0.12 0.08 0.15 0.11 0.06
40～44歳 0.04 0.02 0.02 0.02 0.02 0.03 0.02 0.01 0.03 0.02 0.01
45～49歳 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

TFR 1.27 0.45 1.07 0.79 1.59 0.51 0.74 0.49 0.73 0.38 0.33

小売業
金融保険
業

不動産業
飲食宿
泊業

福祉
教育学
習支援

複合
サービ

サービ
ス

公務
非就業
者

15～19歳 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.00 0.02
20～24歳 0.03 0.05 0.02 0.04 0.04 0.01 0.05 0.03 0.05 0.45
25～29歳 0.09 0.11 0.09 0.10 0.19 0.10 0.19 0.08 0.20 1.03
30～34歳 0.12 0.17 0.16 0.10 0.25 0.28 0.25 0.12 0.35 0.85
35～39歳 0.06 0.08 0.10 0.05 0.11 0.17 0.10 0.08 0.16 0.37
40～44歳 0.01 0.02 0.02 0.01 0.02 0.03 0.01 0.02 0.02 0.07
45～49歳 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

TFR 0.32 0.47 0.40 0.32 0.62 0.59 0.61 0.34 0.79 2.78
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図表 9．2010年の全国、産業別の合計特殊出生率 

 

 
図表 10．総数、就業者、非就業者の TFR 

 
   

 

 

 

 

総数 就業者
農業，林
業

農業 漁業

 鉱業，
採石業，
砂利採取
業

建設業 製造業

15～19歳 0.01 0.00 0.01 0.01 0.03 0.00 0.02 0.01
20～24歳 0.15 0.04 0.19 0.19 0.33 0.07 0.09 0.08
25～29歳 0.41 0.16 0.39 0.39 0.61 0.09 0.24 0.17
30～34歳 0.50 0.24 0.38 0.38 0.44 0.35 0.31 0.23
35～39歳 0.26 0.13 0.16 0.16 0.16 0.13 0.17 0.12
40～44歳 0.05 0.03 0.03 0.03 0.01 0.04 0.03 0.02
45～49歳 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

TFR 1.38 0.62 1.17 1.18 1.58 0.69 0.86 0.64

 電気・
ガス・熱
供給・水
道業

情報通信業
運輸業，
郵便業

 卸売
業，小売
業

金融業，
保険業

不動産
業，物品
賃貸業

学術研
究，専
門・技術
サービス
業

宿泊業，
飲食サー
ビス業

15～19歳 0.00 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
20～24歳 0.06 0.01 0.05 0.03 0.04 0.03 0.02 0.04
25～29歳 0.20 0.10 0.13 0.11 0.17 0.12 0.11 0.12
30～34歳 0.37 0.23 0.17 0.17 0.27 0.21 0.24 0.13
35～39歳 0.17 0.17 0.09 0.09 0.14 0.14 0.18 0.06
40～44歳 0.03 0.04 0.02 0.02 0.03 0.03 0.04 0.01
45～49歳 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

TFR 0.82 0.57 0.46 0.43 0.66 0.53 0.60 0.37

 生活関
連サービ
ス業，娯
楽業

教育，学習
支援業

 医療，
福祉

複合サー
ビス事業

サービス
業（他に
分類され
ないも
の））

公務
分類不能
の産業

非就業者

15～19歳 0.00 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00 0.02 0.01
20～24歳 0.03 0.01 0.04 0.07 0.04 0.04 0.10 0.40
25～29歳 0.12 0.14 0.23 0.25 0.14 0.23 0.20 1.09
30～34歳 0.17 0.32 0.32 0.35 0.21 0.41 0.24 0.98
35～39歳 0.10 0.21 0.15 0.18 0.12 0.23 0.15 0.48
40～44歳 0.02 0.04 0.03 0.02 0.02 0.04 0.03 0.10
45～49歳 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

TFR 0.45 0.72 0.78 0.87 0.53 0.95 0.74 3.06

総数 　　　　　　就業者 　　　　　非就業者
2000年 2005年 2010年 2000年 2005年 2010年 2000年 2005年 2010年

15～19歳 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.00 0.02 0.02 0.01
20～24歳 0.16 0.16 0.15 0.04 0.04 0.04 0.49 0.45 0.40
25～29歳 0.47 0.40 0.41 0.14 0.12 0.16 1.14 1.03 1.09
30～34歳 0.49 0.46 0.50 0.20 0.18 0.24 0.86 0.85 0.98
35～39歳 0.18 0.21 0.26 0.08 0.09 0.13 0.32 0.37 0.48
40～44歳 0.03 0.04 0.05 0.01 0.02 0.03 0.05 0.07 0.10
45～49歳 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

TFR 1.35 1.27 1.38 0.48 0.45 0.62 2.89 2.78 3.06
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図表 11．産業部門別 TFR一覧 

 

  

 

図表 12.2010年産業別女性の人口 

 

出所：平成 22年国勢調査職業等基本集計（総務省統計局）第 21表 就業・非就業，

産業(大分類)，配偶関係(2区分)，20歳以下同居児数(5区分)，年齢(各歳)別

15歳以上 70歳未満日本人女性人口(休業者及び完全失業者－特掲) － 全国，都

道府県に表記されている女性の人口の総数、産業別のデータをもとに、筆者作

成。 
 

2000年 2005年 2010年
産業部門 TFR 産業部門 TFR 産業部門 TFR

1 漁業 1.37 漁業 1.59 漁業 1.58
2 農業 1.29 農業 1.07 農業 1.18
3 公務 0.81 林業 0.79 公務 0.95

4 林業 0.73 公務 0.79 複合サービス事業 0.87

5 建設業 0.67 建設業 0.74 建設業 0.86

6
電気・ガス・熱
供給・水道業

0.63
電気・ガス・熱
供給・水道業

0.73 電気・ガス・熱供給・水道業 0.82

7 鉱業 0.56 福祉 0.62 医療，福祉 0.78

8 サービス業 0.55 複合サービス 0.61 教育，学習支援業 0.72

9 製造業 0.51 教育学習支援 0.59 鉱業，採石業，砂利採取業 0.69

10 金融保険業 0.47 鉱業 0.51 金融業，保険業 0.66

11 不動産業 0.44 製造業 0.49 製造業 0.64

12 運輸・通信業 0.35 金融保険業 0.47 学術研究，専門・技術サービス業 0.60

13
卸売・小売業，
飲食店

0.33 不動産業 0.40 情報通信業 0.57

14 情報通信 0.38 サービス業（他に分類されないもの） 0.53

15 サービス 0.34 不動産業，物品賃貸業 0.53

16 運輸業 0.33 運輸業，郵便業 0.46

17 飲食宿泊業 0.32 生活関連サービス業，娯楽業 0.45

18 小売業 0.32 卸売業，小売業 0.43

19 宿泊業，飲食サービス業 0.37
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5.2 全国と都道府県の 2000～2010 年 TFR の推定結果についての評価 

 図表 13は全国 TFRの 2000年から 2010年までの 11年間の人口動態統計と本研究の推

計値をグラフにしたものである。これをみると、データの変動はほぼ同じにあるが 2006

年から 2008年は乖離がある。 

 この乖離は、本研究で国勢調査年のデータをもとに推計しているが、直線補間にし

た 1 部の期間が、現実の動きに適合していなかった部分であると考えられる。 

 

        図表 13．全国 TFRの人口動態統計と本研究の推計値 

 

      出所：本研究の推計値をもとに筆者作成 

 

 

図表 14．2000年から 2010年までの本研究の産業別全国 TFR 

 

出所：本研究の算出値をもとに筆者作成 
  

　　産業

年
総
数

就業者
農林水産
業

建設 製造業

電気・ガ
ス・熱供
給・水道
業

運 輸 ・
通 信 業

金融保険 不動産

卸売・小
売・飲食
店・サー
ビス

民間・公
務（農林
水産業除
く）就業
者

非就業者

2000 1.352 0.478 1.281 0.670 0.507 0.635 0.354 0.466 0.441 0.477 0.476 2.890
2001 1.340 0.474 1.257 0.683 0.505 0.651 0.353 0.477 0.424 0.472 0.473 2.884
2002 1.333 0.472 1.235 0.702 0.505 0.672 0.353 0.483 0.415 0.469 0.471 2.887
2003 1.298 0.462 1.179 0.706 0.495 0.682 0.346 0.485 0.404 0.458 0.460 2.823
2004 1.295 0.463 1.155 0.730 0.498 0.710 0.348 0.479 0.405 0.458 0.461 2.832
2005 1.266 0.455 1.105 0.741 0.491 0.726 0.346 0.473 0.401 0.449 0.453 2.781
2006 1.289 0.486 1.123 0.763 0.518 0.746 0.378 0.509 0.432 0.478 0.481 2.838
2007 1.321 0.522 1.145 0.791 0.550 0.773 0.415 0.549 0.464 0.511 0.515 2.908
2008 1.353 0.558 1.174 0.822 0.584 0.796 0.452 0.593 0.490 0.545 0.548 2.985
2009 1.357 0.583 1.177 0.835 0.607 0.803 0.479 0.621 0.506 0.567 0.571 3.004
2010 1.379 0.616 1.196 0.860 0.638 0.823 0.512 0.656 0.526 0.599 0.603 3.062
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図表 14 には、国勢調査年の間を直線補間した 2000 年から 2010 年までの本研究の産

業別全国 TFR を示したものである。 

次に、図表 15 では、2000 年から 2010 年までの人口動態統計の TFR と本研究の 47

都道府県の TFR を示したものである。この図表では、人口動態統計と本研究の TFR の

差の評価指標として、上段に RMSE（平方平均二乗誤差：Root Mean Square Error）、

そして下段に RMSPE（平方平均二乗誤差率：Root Mean Square Percentage Error）

を示した。全国を含んだ 47 都道府県の RMSE は、0.01～0.06 であり、平均値は 0.03

である。RMSPE は 0.97～4.37 であり、平均値は 2.12 となっている。RMSE は比較的

小さなデータになっており、RMSPE の結果からも利用には大きな問題がないと考えら

える。 

図表 15 の全国と 47 都道府県の総数の人口動態統計の TFR と本研究のデータの RMSE 

と RMSPE の値が低い、つまり、2 つのデータの差が少ない都道府県である北海道をグ 

ラフで示したものが図表 16 である。また、RMSE と RMSPE の値が高い、つまり、２

つのデータの差が最もある都道府県である岐阜県をグラフで示したものが図表 17 であ

る。北海道は全ての期間において差が少ないが、岐阜県は直線補間にした期間について、

現実の動きに適合していない。 

1 部の県については乖離もあるため、次節では、都道府県の TFR については 2000 年、

2005 年、2010 年の 3 カ年と時系列で推計した 11 年間の２つを用いることにする。 

 

図表 15．全国と 47 都道府県の総数の人口動態統計の TFR と本研究のデータ一覧 

 

出所：本研究の算出データをもとに筆者が作成。なお、RMSE は平方平均二乗誤差（Root Mean Square 
Error）， RMSPE は平方平均二乗誤差率（Root Mean Square Percentage Error）である。次

ページ図表同様。 

 

都道府県 データ 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 RMSE/RMSPE

全国 人口動態統計 1.36 1.33 1.32 1.29 1.29 1.26 1.32 1.34 1.37 1.37 1.39 0.01
本研究（同居児法 1.35 1.34 1.33 1.30 1.30 1.27 1.29 1.32 1.35 1.36 1.38 1.09

北海道 人口動態調査 1.23 1.21 1.22 1.20 1.19 1.15 1.18 1.19 1.20 1.19 1.26 0.01
本研究（同居児法 1.21 1.22 1.24 1.20 1.20 1.15 1.17 1.20 1.21 1.21 1.25 0.97

青森県 人口動態調査 1.47 1.47 1.44 1.35 1.35 1.29 1.31 1.28 1.30 1.26 1.38 0.02
本研究（同居児法 1.46 1.48 1.45 1.39 1.38 1.30 1.32 1.30 1.34 1.30 1.37 1.80

岩手県 人口動態調査 1.56 1.52 1.50 1.45 1.43 1.41 1.39 1.39 1.39 1.37 1.46 0.03
本研究（同居児法 1.54 1.54 1.53 1.46 1.45 1.42 1.41 1.44 1.43 1.44 1.46 2.31

宮城県 人口動態統計 1.39 1.33 1.31 1.27 1.24 1.24 1.25 1.27 1.29 1.25 1.30 0.03
本研究：同居児法 1.39 1.37 1.35 1.31 1.29 1.25 1.24 1.27 1.31 1.26 1.31 2.08

秋田県 人口動態調査 1.45 1.40 1.37 1.31 1.30 1.34 1.34 1.31 1.32 1.29 1.31 0.03
本研究（同居児法 1.45 1.41 1.40 1.36 1.33 1.33 1.34 1.35 1.37 1.33 1.33 2.29

山形県 人口動態調査 1.62 1.58 1.54 1.49 1.47 1.45 1.45 1.42 1.44 1.39 1.48 0.04
本研究（同居児法 1.61 1.63 1.60 1.52 1.50 1.46 1.47 1.46 1.49 1.44 1.45 2.56

福島県 人口動態調査 1.65 1.60 1.57 1.54 1.51 1.49 1.49 1.49 1.52 1.49 1.52 0.02
本研究（同居児法 1.63 1.63 1.61 1.55 1.54 1.48 1.50 1.50 1.51 1.49 1.50 1.30

茨城県 人口動態調査 1.47 1.40 1.38 1.34 1.33 1.32 1.35 1.35 1.37 1.37 1.44 0.04
本研究（同居児法 1.46 1.45 1.44 1.39 1.40 1.33 1.35 1.38 1.40 1.40 1.42 2.84
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図表 15．(続き)全国と 47 都道府県の総数の人口動態統計の TFR と本研究のデータ一覧 

 

都道府県 データ 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 RMSE/RMSPE

栃木県 人口動態調査 1.48 1.43 1.40 1.38 1.37 1.40 1.40 1.39 1.42 1.43 1.44 0.03
本研究（同居児法）1.44 1.47 1.45 1.41 1.41 1.39 1.40 1.39 1.45 1.45 1.44 1.92

群馬県 人口動態調査 1.51 1.42 1.41 1.38 1.35 1.39 1.36 1.36 1.40 1.38 1.46 0.04
本研究（同居児法）1.49 1.46 1.46 1.43 1.41 1.38 1.38 1.40 1.44 1.46 1.43 3.21

埼玉県 人口動態調査 1.30 1.24 1.23 1.21 1.20 1.22 1.24 1.26 1.28 1.28 1.32 0.02
本研究（同居児法）1.28 1.27 1.26 1.24 1.23 1.21 1.24 1.26 1.29 1.29 1.31 1.68

千葉県 人口動態調査 1.30 1.24 1.24 1.20 1.22 1.22 1.23 1.25 1.29 1.31 1.34 0.02
本研究（同居児法）1.28 1.27 1.27 1.24 1.24 1.21 1.23 1.26 1.30 1.33 1.36 1.78

東京都 人口動態調査 1.07 1.00 1.02 1.00 1.01 1.00 1.02 1.05 1.09 1.12 1.12 0.01
本研究（同居児法）1.06 1.03 1.04 1.01 1.02 1.00 1.02 1.06 1.09 1.11 1.13 1.35

神奈川県 人口動態調査 1.28 1.22 1.22 1.21 1.20 1.19 1.23 1.25 1.27 1.28 1.31 0.01
本研究（同居児法）1.26 1.24 1.24 1.21 1.22 1.18 1.21 1.24 1.27 1.28 1.31 1.12

新潟県 人口動態調査 1.51 1.45 1.38 1.34 1.34 1.34 1.37 1.37 1.37 1.37 1.43 0.03
本研究（同居児法）1.50 1.47 1.43 1.36 1.39 1.33 1.37 1.38 1.38 1.38 1.41 1.84

富山県 人口動態調査 1.45 1.40 1.41 1.35 1.37 1.37 1.34 1.34 1.38 1.37 1.42 0.02
本研究（同居児法）1.43 1.40 1.42 1.36 1.37 1.34 1.35 1.36 1.41 1.39 1.41 1.32

石川県 人口動態調査 1.45 1.40 1.37 1.38 1.35 1.35 1.36 1.40 1.41 1.40 1.44 0.02
本研究（同居児法）1.45 1.41 1.39 1.39 1.35 1.35 1.36 1.40 1.45 1.43 1.43 1.26

福井県 人口動態統計 1.60 1.52 1.51 1.47 1.45 1.50 1.50 1.52 1.54 1.55 1.61 0.04
本研究（同居児法）1.60 1.56 1.56 1.52 1.48 1.48 1.52 1.56 1.59 1.61 1.58 2.47

山梨県 人口動態統計 1.51 1.42 1.39 1.37 1.36 1.38 1.34 1.35 1.35 1.31 1.46 0.05
本研究（同居児法）1.50 1.46 1.46 1.43 1.43 1.37 1.39 1.41 1.42 1.40 1.48 4.04

長野県 人口動態統計 1.59 1.50 1.47 1.44 1.42 1.46 1.44 1.47 1.45 1.43 1.53 0.04
本研究（同居児法）1.55 1.55 1.54 1.48 1.48 1.45 1.46 1.49 1.50 1.47 1.51 2.84

岐阜県 人口動態調査 1.47 1.37 1.38 1.36 1.31 1.37 1.35 1.34 1.35 1.37 1.48 0.06
本研究（同居児法）1.45 1.41 1.44 1.41 1.38 1.37 1.39 1.41 1.46 1.45 1.46 4.37

静岡県 人口動態統計 1.47 1.40 1.41 1.37 1.37 1.39 1.39 1.44 1.44 1.43 1.54 0.04
本研究（同居児法）1.45 1.43 1.46 1.41 1.42 1.38 1.41 1.47 1.49 1.49 1.52 2.60

愛知県 人口動態統計 1.44 1.36 1.34 1.32 1.34 1.34 1.36 1.38 1.43 1.43 1.52 0.03
本研究（同居児法）1.42 1.40 1.38 1.35 1.36 1.34 1.37 1.42 1.47 1.49 1.51 2.39

三重県 人口動態統計 1.48 1.38 1.40 1.35 1.34 1.36 1.35 1.37 1.38 1.40 1.51 0.05
本研究（同居児法）1.44 1.43 1.44 1.40 1.39 1.35 1.39 1.43 1.47 1.49 1.50 3.81

滋賀県 人口動態統計 1.53 1.46 1.44 1.41 1.41 1.39 1.41 1.42 1.45 1.44 1.54 0.03
本研究（同居児法）1.51 1.49 1.49 1.45 1.44 1.40 1.42 1.46 1.49 1.48 1.52 2.27

京都府 人口動態統計 1.28 1.20 1.17 1.15 1.14 1.18 1.19 1.18 1.22 1.20 1.28 0.04
本研究（同居児法）1.28 1.25 1.22 1.21 1.17 1.17 1.21 1.22 1.25 1.26 1.29 3.28

大阪府 人口動態統計 1.31 1.24 1.22 1.20 1.20 1.21 1.22 1.24 1.28 1.28 1.33 0.02
本研究（同居児法）1.29 1.28 1.26 1.22 1.23 1.20 1.22 1.26 1.29 1.30 1.33 1.88

兵庫県 人口動態統計 1.38 1.29 1.29 1.25 1.24 1.25 1.28 1.30 1.34 1.33 1.41 0.03
本研究（同居児法）1.35 1.33 1.32 1.28 1.28 1.25 1.28 1.31 1.36 1.36 1.40 1.98

奈良県 人口動態統計 1.30 1.22 1.21 1.18 1.16 1.19 1.22 1.22 1.22 1.23 1.29 0.03
本研究（同居児法）1.29 1.26 1.25 1.22 1.20 1.19 1.21 1.25 1.24 1.25 1.29 2.30

和歌山県 人口動態統計 1.45 1.41 1.35 1.32 1.28 1.32 1.34 1.34 1.41 1.36 1.47 0.03
本研究（同居児法）1.43 1.42 1.38 1.39 1.31 1.31 1.35 1.34 1.42 1.42 1.44 2.50

鳥取県 人口動態統計 1.62 1.58 1.51 1.53 1.50 1.47 1.51 1.47 1.43 1.46 1.54 0.04
本研究（同居児法）1.58 1.62 1.53 1.56 1.54 1.45 1.52 1.50 1.52 1.52 1.51 2.83

島根県 人口動態統計 1.65 1.60 1.52 1.48 1.48 1.50 1.53 1.53 1.51 1.55 1.68 0.06
本研究（同居児法）1.63 1.66 1.61 1.57 1.53 1.52 1.57 1.56 1.59 1.55 1.64 3.68

岡山県 人口動態統計 1.51 1.46 1.44 1.38 1.38 1.37 1.40 1.41 1.43 1.39 1.50 0.03
本研究（同居児法）1.47 1.48 1.47 1.41 1.40 1.37 1.40 1.43 1.47 1.44 1.49 2.02

広島県 人口動態統計 1.41 1.37 1.34 1.34 1.33 1.34 1.37 1.43 1.45 1.47 1.55 0.02
本研究（同居児法）1.37 1.40 1.37 1.36 1.36 1.34 1.37 1.44 1.47 1.51 1.55 1.77

山口県」 人口動態統計 1.47 1.43 1.41 1.36 1.36 1.38 1.40 1.42 1.43 1.43 1.56 0.03
本研究（同居児法）1.44 1.44 1.44 1.39 1.38 1.37 1.40 1.43 1.45 1.49 1.51 1.96

徳島県 人口動態統計 1.45 1.39 1.36 1.32 1.31 1.26 1.31 1.30 1.30 1.35 1.42 0.03
本研究（同居児法）1.44 1.39 1.41 1.35 1.34 1.28 1.31 1.33 1.34 1.37 1.40 2.17

香川県 人口動態統計 1.53 1.43 1.46 1.42 1.43 1.43 1.42 1.48 1.47 1.48 1.57 0.02
本研究（同居児法）1.50 1.49 1.47 1.42 1.43 1.42 1.40 1.46 1.49 1.50 1.56 1.63

愛媛県 人口動態統計 1.45 1.40 1.35 1.36 1.33 1.35 1.37 1.40 1.40 1.41 1.50 0.03
本研究（同居児法）1.42 1.41 1.39 1.38 1.38 1.34 1.37 1.40 1.44 1.45 1.49 2.12

高知県 人口動態統計 1.45 1.42 1.38 1.34 1.30 1.32 1.33 1.31 1.36 1.29 1.42 0.03
本研究（同居児法）1.40 1.45 1.40 1.36 1.31 1.31 1.32 1.34 1.36 1.35 1.39 2.18

福岡県 人口動態統計 1.36 1.31 1.29 1.25 1.25 1.26 1.30 1.34 1.37 1.37 1.44 0.02
本研究（同居児法）1.35 1.34 1.33 1.29 1.28 1.26 1.29 1.35 1.39 1.40 1.43 1.90

佐賀県 人口動態統計 1.67 1.62 1.56 1.51 1.49 1.48 1.50 1.51 1.55 1.49 1.61 0.03
本研究（同居児法）1.64 1.66 1.57 1.52 1.54 1.49 1.48 1.54 1.59 1.54 1.59 2.00

長崎県 人口動態統計 1.57 1.52 1.48 1.45 1.46 1.45 1.49 1.48 1.50 1.50 1.61 0.02
本研究（同居児法）1.57 1.53 1.51 1.49 1.48 1.45 1.48 1.50 1.52 1.54 1.59 1.60

熊本県 人口動態統計 1.56 1.52 1.50 1.48 1.47 1.46 1.50 1.54 1.58 1.58 1.62 0.02
本研究（同居児法）1.54 1.54 1.54 1.49 1.50 1.47 1.49 1.53 1.58 1.58 1.62 1.28

大分県 人口動態統計 1.51 1.48 1.42 1.41 1.40 1.40 1.45 1.47 1.53 1.50 1.56 0.02
本研究（同居児法）1.49 1.49 1.46 1.41 1.40 1.40 1.44 1.46 1.52 1.52 1.54 1.24

宮崎県 人口動態統計 1.62 1.60 1.56 1.49 1.52 1.48 1.55 1.59 1.60 1.61 1.68 0.02
本研究（同居児法）1.59 1.61 1.59 1.51 1.53 1.48 1.52 1.59 1.62 1.61 1.67 1.16

鹿児島県 人口動態統計 1.58 1.53 1.52 1.49 1.46 1.49 1.51 1.54 1.59 1.56 1.62 0.02
本研究（同居児法）1.56 1.56 1.56 1.52 1.50 1.49 1.51 1.53 1.57 1.57 1.62 1.53

沖縄県 人口動態統計 1.82 1.83 1.76 1.72 1.72 1.72 1.74 1.75 1.78 1.79 1.87 0.02
本研究（同居児法）1.83 1.85 1.80 1.76 1.72 1.71 1.72 1.77 1.79 1.81 1.85 1.20



28 

 

図表 16．北海道の TFR          図表 17．岐阜県の TFR  

人口動態統計と本研究の比較      人口動態統計と本研究の比較 

 

 図表 17．都道府県別 TFR（民間・公務（農林水産業除く））の推計結果  

 
注：筆者推計。 

 

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
０１北海道 0.324 0.332 0.345 0.344 0.355 0.352 0.366 0.391 0.407 0.421 0.452
０２青　森 0.678 0.714 0.715 0.715 0.745 0.663 0.702 0.712 0.760 0.749 0.779
０３岩　手 0.766 0.767 0.767 0.738 0.735 0.728 0.713 0.720 0.708 0.702 0.706
０４宮　城 0.611 0.605 0.600 0.587 0.580 0.566 0.570 0.588 0.614 0.595 0.619
０５秋　田 0.817 0.800 0.801 0.787 0.779 0.793 0.749 0.730 0.710 0.633 0.610
０６山　形 1.034 1.037 1.015 0.961 0.947 0.915 0.898 0.874 0.870 0.825 0.814
０７福　島 0.853 0.854 0.840 0.808 0.797 0.772 0.776 0.772 0.779 0.766 0.766
０８茨　城 0.557 0.548 0.545 0.527 0.534 0.511 0.530 0.557 0.576 0.590 0.615
０９栃　木 0.573 0.584 0.574 0.557 0.553 0.549 0.568 0.579 0.617 0.631 0.643
１０群　馬 0.492 0.488 0.493 0.488 0.488 0.484 0.506 0.538 0.573 0.600 0.616
１１埼　玉 0.358 0.360 0.363 0.364 0.366 0.368 0.396 0.430 0.462 0.490 0.523
１２千　葉 0.377 0.376 0.382 0.376 0.384 0.379 0.408 0.444 0.483 0.520 0.555
１３東　京 0.373 0.372 0.386 0.386 0.398 0.401 0.435 0.478 0.519 0.557 0.599
１４神奈川 0.352 0.355 0.361 0.362 0.370 0.369 0.404 0.444 0.483 0.514 0.555
１５新　潟 0.755 0.737 0.714 0.676 0.692 0.662 0.693 0.718 0.732 0.750 0.780
１６富　山 0.667 0.662 0.688 0.677 0.708 0.640 0.660 0.684 0.729 0.740 0.769
１７石　川 0.686 0.671 0.667 0.673 0.653 0.661 0.680 0.719 0.760 0.770 0.786
１８福　井 0.824 0.798 0.796 0.782 0.765 0.761 0.801 0.840 0.877 0.911 0.921
１９山　梨 0.536 0.522 0.520 0.509 0.514 0.494 0.518 0.546 0.574 0.586 0.636
２０長　野 0.467 0.466 0.465 0.449 0.452 0.448 0.471 0.504 0.532 0.539 0.576
２１岐　阜 0.443 0.431 0.436 0.430 0.423 0.421 0.443 0.464 0.502 0.515 0.535
２２静　岡 0.465 0.467 0.480 0.473 0.483 0.476 0.512 0.551 0.579 0.598 0.633
２３愛　知 0.402 0.401 0.397 0.390 0.397 0.392 0.423 0.463 0.502 0.530 0.563
２４三　重 0.490 0.487 0.484 0.470 0.468 0.450 0.485 0.521 0.557 0.587 0.611
２５滋　賀 0.522 0.522 0.528 0.523 0.526 0.518 0.539 0.570 0.592 0.602 0.636
２６京　都 0.455 0.453 0.443 0.441 0.434 0.437 0.469 0.493 0.521 0.545 0.574
２７大　阪 0.360 0.364 0.366 0.362 0.369 0.369 0.396 0.430 0.465 0.487 0.524
２８兵　庫 0.399 0.396 0.396 0.390 0.391 0.386 0.414 0.448 0.483 0.505 0.540
２９奈　良 0.392 0.391 0.390 0.387 0.386 0.389 0.411 0.441 0.454 0.477 0.509
３０和歌山 0.424 0.424 0.417 0.419 0.400 0.402 0.426 0.434 0.475 0.489 0.504
３１鳥　取 0.798 0.831 0.793 0.812 0.822 0.756 0.813 0.807 0.856 0.865 0.871
３２島　根 0.848 0.864 0.839 0.826 0.811 0.808 0.859 0.887 0.925 0.935 1.013
３３岡　山 0.560 0.568 0.573 0.554 0.560 0.556 0.581 0.615 0.652 0.658 0.702
３４広　島 0.462 0.479 0.475 0.479 0.483 0.483 0.508 0.548 0.573 0.607 0.634
３５山　口 0.487 0.486 0.490 0.479 0.478 0.484 0.502 0.525 0.548 0.576 0.598
３６徳　島 0.661 0.645 0.666 0.646 0.648 0.624 0.654 0.679 0.692 0.723 0.746
３７香　川 0.597 0.594 0.606 0.593 0.610 0.596 0.620 0.653 0.687 0.709 0.757
３８愛　媛 0.462 0.469 0.472 0.474 0.489 0.478 0.500 0.522 0.549 0.562 0.592
３９高　知 0.698 0.718 0.691 0.673 0.647 0.639 0.671 0.702 0.730 0.751 0.794
４０福　岡 0.470 0.473 0.470 0.459 0.460 0.455 0.484 0.527 0.562 0.582 0.619
４１佐　賀 0.720 0.729 0.692 0.689 0.696 0.660 0.663 0.708 0.748 0.744 0.789
４２長　崎 0.672 0.661 0.654 0.652 0.652 0.642 0.671 0.697 0.726 0.749 0.788
４３熊　本 0.663 0.668 0.675 0.662 0.675 0.663 0.696 0.734 0.778 0.798 0.839
４４大　分 0.544 0.543 0.528 0.512 0.503 0.497 0.535 0.566 0.616 0.636 0.665
４５宮　崎 0.648 0.662 0.660 0.636 0.652 0.633 0.676 0.730 0.766 0.783 0.846
４６鹿児島 0.515 0.528 0.536 0.535 0.549 0.546 0.571 0.601 0.644 0.668 0.710
４７沖　縄 0.849 0.865 0.839 0.823 0.808 0.807 0.833 0.880 0.907 0.942 0.985
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６  分析結果-合計特殊出生率と地域の関係性- 

6.1 分析の背景 

 ここでは都道府県のTFR（合計特殊出生率）を用いた分析として、地域経済、とくに集積

との関係を検討する。 

近年のTFRと、集積の研究には、Zhang, J. (2002)、Sato, Y., & Yamamoto, K. (2005)、Sato 

Y(2007)、Morita T, Yamamoto K(2014)がある。人口密度と出生に対する保育サービスの効

果を分析では Ishida, R., Oguro, K., & Yasuoka, M. (2015)がある。 

これらの研究では、人口密度の高い地域のFTR は人口密度の低い地域よりも低いことが示

されている。また、高い人口密度の地域は企業数も多い。つまり、FTRが低い地域はその地域

の企業数も多いことになる。 

Sato Y(2007)6では子供を得る若い世代の数が他地域より相対的に多い時、賃金率は集積経

済のある地域は高くなることが理論的に示されている。集積経済のより強い地域はより高い人

口密度を持つという均衡状態において、賃金率は高く、そしてTFR も低くなる。このことの

背景としては均衡するTFR は効用レベルの関数と賃金率を結びつけて考えると、より強い集

積経済による地域はより若い人々を引きつけ、そして、それにより集積経済の地域は賃金率を

上がる。また、人口が増加することにより、集中の不経済となることから、これは地域の魅力

を下げることになる。効用水準はすべての地域ですべての人々に共通であると、出生率の違い

は賃金率の違いによるものであり、均衡でのTFRはより高い人口密度の地域で低くなる。さ

らに、より多い人口による地域は1人当たりの子供の数は低くくなる。定常状態になるために

は、低い人口密度の地域で産まれる子供たちの何人かは、より高い人口密度の地域に移住する

ことになる。その結果、低い人口密度による地域からより高い人口密度の地域へ純移動（転入

超過）がある。 さらにまた、純移動（転入超過）はより高い人口密度の地域により大きくな

る。この結果について、現実のデータを用いて示している。 

本研究のデータを用いて同様の点を検証する。また、集積経済と出生率の関連について集

積経済を示す指標と用いて出生率の関係を見ていくことにする。 

 

6.2 集積経済の指標 

集積経済を示す指標として、Sato Y(2007)、Morita T, Yamamoto K(2014)では人口密度、

Sato Y(2007)は人口移動の観点を踏まえて、純移動の数値を用いていることから、本研究も

同様な統計データを、本研究の分析期間に合わせて用いている。 

 
６．ここでは、Sato Y(2007)p381～383を参考に取りまとめている。 
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また、本研究ではそれ以外に、以下の文献で示されている集積経済のデータを用いる。中村

(2008)では集積に関して，集中と特化の両方を含むと定義した上で、地域の経済集積の直接

的な測度として既存論文等の議論をもとに、7項目にわたる様々な指標を示している。本研

究では、中村(2008)7で示されている４つの指標を作成して用いる。また、小西、齊藤(2012)

では工業統計調査を利用して製造業の事業所を対象に、集積が生産に与える効果を測定して

いる。そこでは、特化型集積指標、都市化型集積指標を推計している。本研究では小西、齊

藤(2012)で表示されている指標の推計データ 8をそのまま用いる。 

本研究で用いた中村(2008)、小西、齊藤(2012)で示されている集積指標の内容は以下の通

りである。 

①産業𝑖 の地域 j における相対的集中度指数 

雇用の地理的集中は経済活動の空間分布を表現するため、産業の地域特化はある特定産業

の地域的な集中を示すことになる。産業𝑖 の雇用者の地域間の地理的な空間分布は、産業𝑖 の

地域 jにおける対全国構成比s𝑖𝑖𝑐  は、 
 

𝑠𝑖𝑖
ｃ = 𝑥𝑖𝑖

∑ 𝑥𝑖𝑖𝑛
𝑙=𝑖

= 𝑥𝑖𝑖
𝑥𝑖∗

, 𝑖 = 1, K,𝑚; 𝑗 = 1, K, 𝑛.                   (1) 

 
となる。この値が高いことは、地域 jに産業𝑖が相対的に集中していることを示してい

る。全産業についての雇用の地域間のにおける分布は𝑠∗𝑗 は、 
 

𝑠∗𝑗 =
∑ 𝑥𝑖𝑖𝑚
𝑖=1

∑  𝑚
𝑖=1 ∑ 𝑥𝑖𝑖𝑛

𝑗=1
= 𝑥∗𝑗

𝑥∗∗
.                          (2) 

 
となる。 

𝑠∗𝑗 は雇用者数で測った地域経済規模を示す。(1)式を(2)式で割ったものが(3)式となり、

産業𝑖 の地域 jにおける相対的集中度指数として定義する。 

𝐿𝐿𝑖𝑖𝑐 =
𝑠𝑖𝑖
𝑐

𝑠∗𝑗
= 𝑥𝑖𝑖 𝑥𝑖∗⁄

𝑥∗𝑗 𝑥∗∗⁄ .                                                      (3) 

 
②地域 j は産業 i に関して他の産業より相対的に特化していることを示す指標 

次に、 (1)式から(2)式の差は、地域 j においてこの値がプラスの場合，地域 j は産業 i に

関して他の産業より相対的に特化しているということを示している指標となる。 

7．ここでは、中村(2008)のP103、11行め～108、10行めまでを参照し、示したものである。 

8．小西、齊藤(2012)のP28付表3を示す。 
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𝑠𝑖𝑖𝑐 − 𝑠∗𝑗                                    (4) 
 

③全国の産業構成で基準化した地域の特化指数 
地域 j における産業𝑖 の雇用者が全産業に占める相対的割合の大きさとして、地域的な

特化を考える。地域 j における産業𝑖 の特化の水準s𝑖𝑖𝑠  は以下の式で示す。 
 

𝑠𝑖𝑖𝑠 = 𝑥𝑖𝑖
∑ 𝑥𝑖𝑖𝑚
𝑖=1

= 𝑥𝑖𝑖
𝑥∗𝑗

.                                         

(5) 
 

となる。この値が高いことは、地域 jに産業𝑖が全産業の中での集中する割合を示している。 

全国レベルの産業についての雇用の分布は𝑠𝑖∗ は 
 

𝑠𝑖∗ =
∑ 𝑥𝑖𝑖𝑛
𝑗=1

∑  𝑚
𝑖=1 ∑ 𝑥𝑖𝑖𝑛

𝑗=1
= 𝑥𝑖∗

𝑥∗∗
.                           (6) 

 
となる。(5)式を(6)式で割ったものが(7)式となり、全国の産業構成で基準化した地域の特化指数

LQ𝑖𝑖
𝑐  は、 

 

𝐿𝐿𝑖𝑖𝑠 =
𝑠𝑖𝑖
𝑠

𝑠𝑖∗
= 𝑥𝑖𝑖 𝑥∗𝑗⁄

𝑥𝑖∗ 𝑥∗∗⁄ .                                                      (7) 

 
と定義する。全国の産業構成で基準化した地域の特化指数、location quotientとしても知られて

いる産業𝑖 の地域特化度を示す特化係数である。 

 

④雇用数と事業所規模の立地指数 

次に、特定の地域に事業所（工場）が立地しているかという集積について考える。𝑦𝑖𝑖を地

域 j における産業𝑖に属する事業所（もしくは工場）数としたときの特化係数をLQ𝑖𝑖
𝑠(𝑝) とする

と， 

𝐿𝐿𝑖𝑖
𝑠(𝑝) = 𝑦𝑖𝑖 𝑦∗𝑗⁄

𝑦𝑖∗ 𝑦∗∗⁄ .                                (8) 

                                             
となる。従業員数についての特化係数は(7)式と同様であるが、以下に示す。 
 

𝐿𝐿𝑖𝑖
𝑠(𝐸) = 𝑥𝑖𝑖 𝑥∗𝑗⁄

𝑥𝑖∗ 𝑥∗∗⁄ .                                                           (9) 
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 (8)式と(9)式の比をとると、以下になる。 
𝐿𝐿𝑖𝑖

𝑠(𝐸)

𝐿𝐿𝑖𝑖
𝑆(𝑃) =

𝑥𝑖𝑖 𝑥∗𝑗⁄
𝑥𝑖∗ 𝑥∗∗⁄ /

𝑦𝑖𝑖 𝑦∗𝑗⁄
𝑦𝑖∗ 𝑦∗∗⁄ =

𝑥𝑖𝑖 𝑦𝑖𝑖⁄
𝑥∗𝑗 𝑦∗𝑗⁄ /

𝑥𝑖∗ 𝑦𝑖∗⁄
𝑥∗∗ 𝑦∗∗⁄  

           

地域 j における産業𝑖の相対規模 / 全国における産業𝑖の相対規模 
 
「地域 j における産業 𝑖 の相対規模」が「全国における産業𝑖 の相対規模」よりも大きい

場合には、従業者数による集積度が事業所数による集積度よりも大きいことから、相対的に大

きな規模の企業（工場）が立地している。そして産業 𝑖において地域独占的環境になっている

ことを示す。また、「地域 j における産業 𝑖 の相対規模」が「全国における産業𝑖 の相対規模」

より小さい場合には、小規模の事業所数に特化しており、地域競争的な状況と示される。 
 
⑤特化型集積指標、都市化型集積指標 

本研究では、小西、齊藤(2012)の推計した特化型集積指標、都市化型集積指標を用いる。 

小西、齊藤(2012) 9では、工業統計調査を利用して製造業の事業所を対象に集積の指標を推

計している。この指標は、行政単位で集計された集積指標でなく、事業所ごとに異なる距離ベ

ースの集積指標で、同一行政地域内の集積密度の違いを反映している。また行政単位で区切る

ことによる空間相関などのバイアスのないデータを作成していることが特徴である。さらに、

JSIC の大分類から細分類の情報を用いて指標を作ることにより、都市型、特化型の2 種類の

集積指標を作成している。 

小西、齊藤(2012)では、個々の事業所が所在する場所の周りに立地する事業所群から受ける

集所とそれ以外全ての事業所間の距離を積み上げて、集積の密度指数を以下の5 式で推計し

ている。𝑒𝑒𝑒𝑗は事業所jの従業員数、𝑖𝑖𝑖𝑗は事業所jの産業分類、, 𝑑𝑖𝑖は事業所𝑖と事業所jの距

離を表している。 
 
𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴_𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖5𝑘𝑘 = ∑ emp,Si

5m
𝑗∈𝑆𝑖

5𝑘𝑘 = {𝑗: 𝑑𝑖𝑖 ≤ 5𝑘𝑘, 𝑖𝑖𝑖𝑗 = 𝑖𝑖𝑖𝑗}        (10)  
 
𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴_𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖10𝑘𝑘 = ∑ emp,Si

10m
𝑗∈𝑆𝑖

10𝑘𝑘 = {𝑗: 𝑑𝑖𝑖 ≤ 10𝑘𝑘, 𝑖𝑖𝑖𝑗 = 𝑖𝑖𝑖𝑗}    (11)  
 
𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴_𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖20𝑘𝑘 = ∑ emp,Si

20m
𝑗∈𝑆𝑖

20𝑘𝑘 = {𝑗: 𝑑𝑖𝑖 ≤ 20𝑘𝑘, 𝑖𝑖𝑖𝑗 = 𝑖𝑖𝑖𝑗}    (12)  
 
𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴_𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝 = ∑ 𝑒𝑒𝑒𝑗
𝑑𝑖𝑖

,Si
potential

𝑗∈𝑆𝑖
𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝 = {𝑗: 𝑖𝑖𝑖𝑗 = 𝑖𝑖𝑖𝑗}        (13)  

 
𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴_𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝2 = ∑ 𝑒𝑒𝑒𝑗
𝑑𝑖𝑖
2 ,Si

potential2
𝑗∈𝑆𝑖

𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝2 = {𝑗: 𝑖𝑖𝑖𝑗 = 𝑖𝑖𝑖𝑗}      (14)  
 
(10)～(12)式は、各距離のメッシュ内の従業員数密度で、事業所から5km, 10km, 20kmの 
 
9．ここでは、小西、齊藤(2012)のP6～7、3. 集積指標の作成を参照し、示したものである。 
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範囲で、同じ産業分類の事業所に属する従業員数である。 

次に、事業所に与える集積のインパクトを距離の関数で減衰するように作成している。減

衰する距離の関数は、(13)式では距離分の1、(14)式では距離の2 乗分の1 としている。さら

に、特化型と都市化型の集積指標を計算するために、産業分類の情報 10を用いている。JSIC 

の４桁まで同じ場合を特化型集積、多様な財を生産する事業所を含めたもの、これは製造業

に属していれば同じ場合を都市化型集積としている。本研究では、小西、齊藤(2012)で試算さ

れた特化型、都市型の集積費用の地域別の平均値、付表 311のデータをそのまま用いている。 
 
6.3 TFR と集積経済指標の分析結果 

はじめに、都道府県の産業別のTFR と都道府県の人口密度、それぞれに対数をとり、相関

係数を計算した結果は図表18である。また、2000年と2010年の都道府県のTFR（総数）

について、人口密度との散布図を示したものが、図表19である。 

Sato Y(2007)、Morita T, Yamamoto K(2014)はいずれも人口動態統計の数値（総数）を用

いている。Morita T, Yamamoto K(2014)では、企業の集積やそれからもたらされる消費財の

多様性によって地域間の出生率の格差がもたらされることを示しているが、企業集積があると

名目所得が高く、消費者は長時間労働を選択し、子供の人数が減ること、そして子育ての機会

費用が高くなるとしている。Sato Y(2007)でも、集積経済のより強い地域はより高い人口密度

を持つと賃金率は高く、そしてTFR も低くなることが理論的に示されている。 

本研究での結果である図18をみると、電気・ガス・熱供給・水道業、公務以外は、すべて

負の相関になっており、Sato Y(2007)、Morita T, Yamamoto K(2014)と同様の結果になって

いる。産業別TFR でみても多くのTFR が有意となっている。 

図表18．都道府県の産業別のTFR と都道府県の人口密度の相関係数 

10．小西、齊藤(2012)のP12表５に明記されている。 
11．小西、齊藤(2012)のP28付表3を用いる。 

　TFR    　  　　　　         年 2000-2010年 2000年 2005年 2010年

総　　　数 -0.479 ** -0.568 ** -0.524 ** -0.349 *
就業者 -0.538 ** -0.613 ** -0.594 ** -0.452 **
農林水産業 -0.166 ** -0.304 -0.120 -0.072
建設 -0.284 ** -0.365 * -0.310 * -0.124
製造業 -0.364 ** -0.421 ** -0.382 ** -0.269
電気・ガス・熱供給・水道業   0.038 -0.123 0.019 0.148
運 輸 ・ 通 信 業  -0.247 ** -0.429 ** -0.244 -0.041
金融保険 -0.366 ** -0.461 * -0.423 ** -0.272
不動産 -0.195 ** -0.281 -0.114 -0.058
卸売・小売・飲食店・サービス -0.546 ** -0.623 ** -0.606 ** -0.407 **
公務 0.136 ** 0.176 0.113 0.227
民間・公務（農林水産業除く）就業者 -0.518 ** -0.589 ** -0.576 ** -0.378 *
民間（農林水産業公務を除く）就業者 -0.521 ** -0.593 ** -0.578 ** -0.379 *
非就業者 -0.425 ** -0.574 ** -0.437 ** -0.256
データ数 517 47 47 47
注：**は有意水準0.01％で有意、*は有意水準0.05％で有意
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図表19．2000年、2010年について都道府県TFR（総数）と人口密度の散布図 

注：筆者作成。 
 

Sato Y(2007)では、出生率の違いは賃金率の違いによるものであり、均衡状態でのTFR は

より高い人口密度の地域で低くなること。さらに、人口の多い地域は女性1人当たりの子供

の数が少なくなることを都道府県の人口密度の水準で3区分に分けて、2000年のTFR の平

均値と中央値を表にまとめている。本研究でも2000年から2010年の11年について産業別

TFR について表にまとめたものが、図表20と図表21である。この図表で色が付けられてい

るデータは人口密度とTFR の関係が理論とは異なるデータ（人口密度が高く、TFR も高い、

もしくは、人口密度が低く、TFR が低いということが3区分内に示されている）である。産

業の特色として農林水産業のTFR は人口密度の少ない地域で高い傾向があることから、理論

と異なることに問題はないが、不動産の2000年、2001年、2005年、公務はかなりの年で

理論とは異なっている。その他で、平均値と中位値のいずれも理論とは異なる値を見ると、

人口密度の３区分において数値に大幅な差はない。したがって、産業別TFRをみると、民間

についてはほぼ理論通り、つまり人口密度の高い地域は出生率が低く、人口密度が高い地域

は出生率が高くなっている。公務については賃金率に大幅な地域差がないことや、育児休業

制度の取りやすさなどが影響し、集積の経済には影響されない可能性が高い。定常状態にな

るためには、低い人口密度の地域で産まれる子供たちの何人かは、より高い人口密度の地域

に移住することになるため、低い人口密度による地域からより高い人口密度の地域へ移動が

ある。これは、人口密度の低い地域は転出数が多く、人口密度の高い地域は転入数が多くな

る。これについて、本研究のTFR を用いた結果が図表22である。全ての年において、人口

密度の高い地域は転入超過数が高くなっており、人口密度の低い地域はマイナス、つまり転

出超過になっている。 
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年 人口密度レベル
総数
TFR

就業者
TFR

農林水
産業
TFR

建設
TFR

製造業
TFR

電気・
ガス・
熱供

給・水
道業
TFR

運 輸
・ 通
信 業
TFR

金融保
険
TFR

不動産
TFR

卸売・小
売・飲食
店・サー

ビス
TFR

公務
TFR

民間・
公務

（農林
水産業
除く）
就業者
TFR

民間
（農林
水産業
公務を
除く）
就業者
TFR

非就業
者
TFR

2000年 人口密度が低い 1.51 0.70 1.35 0.85 0.73 0.81 0.54 0.62 0.62 0.68 0.80 0.69 0.69 3.30
人口密度が中位 1.46 0.55 1.18 0.72 0.56 0.69 0.44 0.47 0.38 0.54 0.79 0.55 0.54 3.17
人口密度が高い 1.38 0.47 1.13 0.66 0.48 0.67 0.36 0.42 0.51 0.46 0.85 0.47 0.46 2.87

2001年 人口密度が低い 1.51 0.70 1.36 0.89 0.72 0.76 0.53 0.65 0.61 0.68 0.82 0.69 0.69 3.33
人口密度が中位 1.46 0.56 1.17 0.72 0.58 0.78 0.45 0.48 0.42 0.55 0.80 0.56 0.55 3.21
人口密度が高い 1.36 0.47 1.13 0.68 0.47 0.68 0.37 0.43 0.53 0.46 0.85 0.47 0.46 2.88

2002年 人口密度が低い 1.49 0.69 1.33 0.91 0.71 0.76 0.52 0.66 0.57 0.67 0.83 0.68 0.68 3.32
人口密度が中位 1.44 0.56 1.15 0.74 0.57 0.81 0.42 0.49 0.45 0.54 0.81 0.56 0.55 3.21
人口密度が高い 1.35 0.47 1.12 0.70 0.48 0.69 0.37 0.44 0.47 0.46 0.84 0.47 0.46 2.89

2003年 人口密度が低い 1.44 0.68 1.26 0.87 0.69 0.77 0.51 0.67 0.55 0.66 0.82 0.67 0.67 3.23
人口密度が中位 1.41 0.55 1.10 0.75 0.55 0.81 0.40 0.50 0.47 0.53 0.80 0.54 0.54 3.17
人口密度が高い 1.32 0.47 1.10 0.71 0.48 0.69 0.37 0.45 0.45 0.45 0.83 0.47 0.46 2.86

2004年 人口密度が低い 1.43 0.68 1.23 0.86 0.69 0.80 0.50 0.71 0.54 0.66 0.83 0.67 0.67 3.22
人口密度が中位 1.39 0.55 1.08 0.78 0.55 0.85 0.40 0.51 0.50 0.53 0.81 0.55 0.54 3.17
人口密度が高い 1.31 0.47 1.09 0.75 0.48 0.71 0.38 0.47 0.44 0.45 0.83 0.47 0.46 2.89

2005年 人口密度が低い 1.39 0.66 1.16 0.86 0.67 0.81 0.49 0.73 0.52 0.64 0.83 0.65 0.65 3.16
人口密度が中位 1.37 0.54 1.04 0.79 0.55 0.87 0.38 0.52 0.53 0.52 0.82 0.53 0.53 3.15

人口密度が高い 1.29 0.47 1.06 0.77 0.48 0.71 0.37 0.48 0.44 0.45 0.82 0.47 0.46 2.87

2006年 人口密度が低い 1.42 0.69 1.17 0.88 0.70 0.83 0.51 0.73 0.55 0.66 0.86 0.67 0.67 3.22
人口密度が中位 1.39 0.56 1.04 0.81 0.57 0.84 0.40 0.56 0.52 0.54 0.84 0.56 0.55 3.19
人口密度が高い 1.31 0.50 1.10 0.79 0.51 0.75 0.40 0.52 0.45 0.47 0.86 0.49 0.48 2.92

2007年 人口密度が低い 1.43 0.72 1.17 0.89 0.72 0.84 0.53 0.81 0.58 0.68 0.88 0.69 0.69 3.25

人口密度が中位 1.41 0.59 1.04 0.85 0.60 0.82 0.43 0.61 0.52 0.57 0.87 0.58 0.57 3.26
人口密度が高い 1.35 0.54 1.13 0.82 0.54 0.79 0.44 0.57 0.48 0.51 0.91 0.53 0.52 3.00

2008年 人口密度が低い 1.45 0.75 1.18 0.92 0.75 0.86 0.54 0.79 0.59 0.70 0.91 0.72 0.71 3.29
人口密度が中位 1.46 0.63 1.07 0.89 0.64 0.81 0.46 0.66 0.53 0.60 0.91 0.62 0.61 3.35
人口密度が高い 1.38 0.57 1.17 0.85 0.57 0.82 0.48 0.61 0.50 0.54 0.95 0.56 0.55 3.07

2009年 人口密度が低い 1.44 0.76 1.15 0.92 0.76 0.87 0.56 0.80 0.59 0.71 0.92 0.72 0.71 3.26
人口密度が中位 1.46 0.65 1.12 0.92 0.67 0.72 0.49 0.69 0.52 0.63 0.93 0.64 0.63 3.36
人口密度が高い 1.38 0.59 1.14 0.87 0.58 0.89 0.49 0.65 0.51 0.56 0.96 0.58 0.57 3.09

2010年 人口密度が低い 1.48 0.79 1.14 0.95 0.79 0.83 0.58 0.82 0.60 0.73 0.96 0.75 0.74 3.33
人口密度が中位 1.48 0.68 1.11 0.95 0.69 0.65 0.51 0.74 0.53 0.65 0.96 0.67 0.66 3.42

人口密度が高い 1.42 0.63 1.18 0.90 0.62 0.94 0.53 0.70 0.53 0.59 1.00 0.61 0.60 3.16

年 人口密度レベル
総数
TFR

就業者
TFR

農林水
産業
TFR

建設
TFR

製造業
TFR

電気・
ガス・
熱供

給・水
道業
TFR

運 輸
・ 通
信 業
TFR

金融保
険
TFR

不動産
TFR

卸売・小
売・飲食
店・サー

ビス
TFR

公務
TFR

民間・
公務

（農林
水産業
除く）
就業者
TFR

民間
（農林
水産業
公務を
除く）
就業者
TFR

非就業
者
TFR

2000年 人口密度が低い 1.54 0.70 1.35 0.79 0.72 0.87 0.57 0.69 0.54 0.71 0.76 0.70 0.69 3.32
人口密度が中位 1.44 0.52 1.08 0.73 0.51 0.75 0.42 0.47 0.33 0.52 0.78 0.52 0.52 3.13
人口密度が高い 1.35 0.41 1.11 0.64 0.40 0.56 0.33 0.37 0.36 0.40 0.83 0.40 0.40 2.74

2001年 人口密度が低い 1.54 0.72 1.31 0.83 0.73 0.76 0.58 0.70 0.58 0.71 0.79 0.72 0.71 3.34
人口密度が中位 1.44 0.52 1.03 0.72 0.51 0.77 0.43 0.47 0.37 0.52 0.78 0.52 0.52 3.17
人口密度が高い 1.33 0.40 1.12 0.65 0.40 0.58 0.34 0.38 0.38 0.39 0.81 0.40 0.39 2.73

2002年 人口密度が低い 1.53 0.71 1.26 0.82 0.73 0.70 0.56 0.67 0.55 0.70 0.80 0.71 0.71 3.33
人口密度が中位 1.44 0.53 1.01 0.74 0.53 0.80 0.42 0.47 0.39 0.52 0.79 0.53 0.52 3.20
人口密度が高い 1.32 0.40 1.08 0.67 0.41 0.62 0.35 0.41 0.39 0.39 0.82 0.40 0.39 2.78

2003年 人口密度が低い 1.46 0.68 1.17 0.80 0.70 0.81 0.55 0.68 0.52 0.68 0.82 0.68 0.67 3.22
人口密度が中位 1.40 0.52 0.97 0.76 0.53 0.78 0.39 0.46 0.42 0.51 0.79 0.52 0.51 3.14
人口密度が高い 1.28 0.39 1.03 0.69 0.42 0.66 0.36 0.41 0.38 0.38 0.81 0.39 0.38 2.75

2004年 人口密度が低い 1.45 0.69 1.15 0.84 0.72 0.81 0.54 0.68 0.53 0.68 0.84 0.69 0.68 3.26
人口密度が中位 1.38 0.52 0.98 0.75 0.54 0.80 0.40 0.46 0.47 0.51 0.81 0.53 0.52 3.15
人口密度が高い 1.28 0.40 1.01 0.72 0.43 0.70 0.36 0.43 0.40 0.38 0.82 0.40 0.39 2.79

2005年 人口密度が低い 1.42 0.66 1.13 0.81 0.70 0.78 0.50 0.67 0.50 0.65 0.83 0.66 0.65 3.19
人口密度が中位 1.37 0.52 0.99 0.76 0.54 0.81 0.37 0.50 0.47 0.50 0.82 0.52 0.51 3.15

人口密度が高い 1.25 0.40 0.97 0.75 0.44 0.73 0.35 0.44 0.40 0.38 0.81 0.40 0.39 2.76

2006年 人口密度が低い 1.44 0.69 1.12 0.84 0.74 0.81 0.52 0.76 0.56 0.68 0.85 0.69 0.68 3.28
人口密度が中位 1.39 0.54 0.95 0.78 0.56 0.77 0.40 0.52 0.48 0.52 0.87 0.54 0.53 3.17
人口密度が高い 1.28 0.44 1.01 0.78 0.47 0.77 0.38 0.49 0.43 0.41 0.85 0.44 0.42 2.82

2007年 人口密度が低い 1.46 0.72 1.15 0.86 0.76 0.81 0.53 0.81 0.61 0.71 0.87 0.72 0.71 3.31

人口密度が中位 1.41 0.57 0.94 0.83 0.60 0.78 0.42 0.57 0.50 0.55 0.88 0.57 0.56 3.28
人口密度が高い 1.31 0.49 1.08 0.81 0.52 0.80 0.41 0.54 0.47 0.45 0.90 0.48 0.47 2.88

2008年 人口密度が低い 1.49 0.75 1.15 0.96 0.77 0.82 0.54 0.83 0.63 0.72 0.87 0.73 0.72 3.31
人口密度が中位 1.45 0.60 1.04 0.86 0.64 0.80 0.45 0.64 0.53 0.57 0.90 0.59 0.58 3.31
人口密度が高い 1.36 0.53 1.13 0.84 0.56 0.82 0.44 0.59 0.49 0.49 0.93 0.52 0.51 2.99

2009年 人口密度が低い 1.44 0.75 1.10 0.94 0.79 0.81 0.53 0.82 0.60 0.73 0.87 0.75 0.74 3.32
人口密度が中位 1.45 0.62 1.05 0.91 0.69 0.71 0.48 0.65 0.53 0.59 0.95 0.61 0.60 3.42
人口密度が高い 1.36 0.57 1.16 0.85 0.58 0.92 0.44 0.61 0.49 0.52 0.95 0.55 0.53 3.01

2010年 人口密度が低い 1.48 0.80 1.12 1.00 0.81 0.76 0.56 0.87 0.60 0.73 0.93 0.77 0.76 3.38
人口密度が中位 1.49 0.66 1.06 0.95 0.71 0.67 0.51 0.70 0.54 0.62 0.97 0.63 0.63 3.50

人口密度が高い 1.40 0.60 1.24 0.88 0.63 0.92 0.47 0.67 0.51 0.56 0.99 0.57 0.56 3.09

図表20．都道府県の人口密度と産業別TFR（各人口密度の水準の平均値）  

図表21．都道府県の人口密度と産業別TFR（各人口密度の水準の中位値） 

注．図表20、図表21ともに、人口密度の低い都道府県は低い方から17、人口密度の高い都道府県は高い方

から15、残りの都道府県が人口密度中位（都道府県数は15）に含まれている。 
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図表22．人口密度と人口移動、転入超過数（－は転出超過） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、集積経済の指標として、製造業の相対的集中度指数、各地域 は製造業 に関して他

の産業より相対的に特化していることを示す指標、各地域における製造業の特化水準、産業

構成で基準化した地域特化指数、雇用数と事業所規模の立地指数(製造業）、同(サービス）、可

住地面積あたりの工業統計従業員数（製造業）、特化型集積指標、都市型集積指標の９種類に

ついて、民間の就業者（農林水産業を除く）のTFRと製造業のTFR について、相関係数を

示したものが図表23である。図表23のデータ数にある517は47都道府県の11年間のデー

タを用いていることを示している。特化型、都市型の指標は、小西、齊藤(2012)で1995年、

2000年、2005年について、都道府県別の平均値が示されている。そのため、本研究でTFRの

数値のある2000年、2005年つまり、データ数94は47都道府県の2年間のデータについて相

関係数を出している。また、集積指標は製造業のデータを用いて作成していることから、製造

業のTFRとの関係性をみたものである。集積経済の指標として理論と整合的であったのは、雇

用数と事業所規模の立地指数(製造業）、可住地面積あたりの工業統計従業員数（製造業）、特化

型集積指標、都市型集積指標の４つである。 

図表24は、同一の財を生産する特化型集積指標と多様な財を生産する都市型集積指標につい

て、各指標のレベルを3区分にした際の産業別TFRの平均値と中位値をまとめたものである。

特化型集積指標と都市型集積指標いずれも、理論通りの結果になっている。特化型、都市型い

ずれの集積経済の高い地域はTFRが低く、特化型、都市型いずれの集積経済が低い地域では

TFRが高いことがわかる。公務についてはやはり理論とは逆になっている。産業別のTFRと集

積指標では、公務のTFRが他産業とは異なっている。このことは、民間企業で働く環境が公的

機関で働く環境により近づくことにより地域差が狭められる可能性を示しているかもしれない。 

集積指標にはデータの作成過程でそれぞれの特性があり、どのようなデータを用いた集積指標

なのかによって大きな差がある。 

年 人口密度水準 平均値 中央値 年 人口密度水準 平均値 中央値

2000年 人口密度が低い -1956 -1734 2006年 人口密度が低い -5257 -3963
人口密度が中位 -1313 -1168 人口密度が中位 -2487 -2625
人口密度が高い 3530 1660 人口密度が高い 8445 -591

2001年 人口密度が低い -3108 -2974 2007年 人口密度が低い -5919 -4752
人口密度が中位 -2156 -2172 人口密度が中位 -2599 -2866
人口密度が高い 5678 617 人口密度が高い 9307 -1808

2002年 人口密度が低い -3256 -2956 2008年 人口密度が低い -5868 -4434
人口密度が中位 -2206 -2249 人口密度が中位 -2606 -2691
人口密度が高い 5896 568 人口密度が高い 9256 -1395

2003年 人口密度が低い -3345 -2558 2009年 人口密度が低い -4090 -3757
人口密度が中位 -1839 -1564 人口密度が中位 -2904 -2634
人口密度が高い 5630 -1072 人口密度が高い 7539 801

2004年 人口密度が低い -3460 -2611 2010年 人口密度が低い -3072 -2147
人口密度が中位 -1687 -2169 人口密度が中位 -1996 -1902
人口密度が高い 5608 -806 人口密度が高い 5478 416

2005年 人口密度が低い -4424 -4215
人口密度が中位 -2161 -2103
人口密度が高い 7174 -240
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図表23．集積指標と産業別TFR の相関係数 

 
図表24．特化型集積指標と都市型集積指標と産業別TFR 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

原データの結果 対数を用いた結果

集積指標

民間（農
林水産業
公務を除
く）就業
者　TFR

卸売・小
売・飲食
店・サー

ビス
TFR

データ数

製造業の相対的集中度指数 0.006 ## -0.115 * - 0.036 -0.106 * - 517

各地域 は製造業 に関して他の産業より相
対的に特化していることを示す指標

0.090 * 0.074 - - - - -

各地域における製造業の特化水準 -0.015 ## -0.135 ** - 0.014 -0.127 ** - 517
産業構成で基準化した地域特化指数 0.006 ## -0.115 ** - 0.036 -0.106 * - 517
雇用数と事業所規模の立地指数(製造業） -0.112 ** -0.074 - -0.108 ** -0.090 - 517
雇用数と事業所規模の立地指数(サービス） - 0.252 ** 0.246 ** - 0.266 ** 0.263 ** 517
工業統計従業員数（製造業）÷可住地面積 -0.405 ** -0.514 ** - -0.317 ** -0.521 ** - 517
特化型集積指標 -0.430 ** -0.576 ** - -0.408 ** -0.594 ** - 94
都市型集積指標 -0.433 ** -0.569 ** - -0.401 ** -0.573 ** - 94

卸売・小
売・飲食
店・サー
ビスTFR

製造業TFR製造業TFR

民間（農林
水産業公務
を除く）就
業者　TFR

年
特化型　都市型　集積指
標　レベル

総数
TFR

就業者
TFR

製造業
TFR

卸売・小
売・飲食
店・サー

ビス
TFR

公務
TFR

民間（農
林水産業
公務を除
く）就業
者TFR

非就業者
TFR

2000年 特化型指標が低い 1.52 0.66 0.66 0.65 0.77 0.65 3.24
平均値 特化型指標が中位 1.45 0.62 0.68 0.61 0.87 0.61 3.12

特化型指標が高い 1.38 0.45 0.44 0.44 0.81 0.44 2.99

2000年 都市型指標が低い 1.51 0.67 0.70 0.66 0.80 0.66 3.23
平均値 都市型指標が中位 1.49 0.62 0.65 0.61 0.83 0.61 3.24

都市型指標が高い 1.35 0.43 0.42 0.42 0.82 0.42 2.88

2005年 特化型指標が低い 1.42 0.66 0.65 0.64 0.81 0.64 3.15
平均値 特化型指標が中位 1.34 0.56 0.58 0.55 0.83 0.56 3.05

特化型指標が高い 1.29 0.44 0.46 0.41 0.82 0.43 2.98

2005年 都市型指標が低い 1.40 0.64 0.64 0.63 0.82 0.63 3.14
平均値 都市型指標が中位 1.38 0.59 0.61 0.57 0.83 0.58 3.15

都市型指標が高い 1.27 0.43 0.45 0.40 0.82 0.42 2.89

2000年 特化型指標が低い 1.54 0.68 0.72 0.66 0.76 0.67 3.28

中位値 特化型指標が中位 1.45 0.60 0.74 0.58 0.88 0.59 3.11
特化型指標が高い 1.44 0.45 0.47 0.45 0.80 0.44 3.07

2000年 都市型指標が低い 1.54 0.68 0.72 0.66 0.77 0.67 3.28
中位値 都市型指標が中位 1.47 0.60 0.64 0.58 0.76 0.59 3.31

都市型指標が高い 1.35 0.41 0.39 0.40 0.82 0.40 2.74

2005年 特化型指標が低い 1.45 0.66 0.69 0.65 0.80 0.65 3.20
中位値 特化型指標が中位 1.34 0.56 0.55 0.54 0.82 0.55 3.09

特化型指標が高い 1.35 0.44 0.45 0.41 0.82 0.43 3.10

2005年 都市型指標が低い 1.42 0.65 0.68 0.64 0.80 0.64 3.19
中位値 都市型指標が中位 1.35 0.60 0.60 0.59 0.83 0.59 3.12

都市型指標が高い 1.25 0.40 0.43 0.38 0.82 0.39 2.76
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７  おわりに 

本論文では、2000年から2010年までの11年間について、全国と47都道府県の産業別TFR

を同居児法を用いて推計した。TFRは厚生労働省で行っている人口動態統計により公表されてい

るが、産業別合計TFRは公表されていないため取り組んだものである。 

推計した全国の就業者のTFRをみると、2000年は0.48、2005年は0.45、2010年は0.62と

なっている。また、非就業者のTFRは2000年が2.89、2005年が2.79、2010年が3.06である。

これらを比較すると、日本の出生状況は非就業者によってTFRの総数の数値を維持することが

できているといえる。年齢別の推計は晩婚化の進展が示されている。 

全国の産業別TFRを比較すると、TFRが高い産業は、第1次産業、公務、建設業、電気・ガ

ス・熱供給・水道業、福祉関連（2010年は医療・福祉となっている）である。TFRが低い産業

は、卸売、小売、飲食店（2010年は飲食サービス業となっている）、宿泊業、運輸業である。2010

年の産業別TFRの中でも低い数値を示している卸売業・小売業や産業別TFRの中で中央に位置

する製造業部門は女性の就業人口が多い産業である。最もTFRが低い宿泊業、飲食サービス業

も製造業の次に女性の就業人口の多い産業である。一方、医療、福祉はTFRが比較的高めの産

業であるが、女性の就業人口も多い。女性の就業人口が最も多い部門の出生数を少しでも増加さ

せること、就業人口が多く、TFRの低い産業部門について出生数を上げる方策に取り組むこ

とが少子化対策の１つになるかもしれない。 

TFRの高い産業と低い産業について、それぞれの賃金、就業規則、労働環境などを検討する

ことによって、少子化対策への課題も明らかになる可能性がある。産業別TFRが把握できるこ

とにより各産業部門の女性の労働環境の改善や女性の労働選択、さらには少子化問題を検討する

際の情報になる。 

次に、地域別のTFRのデータを用いて集積経済の関係を検討した。Sato Y(2007)、Morita T, 

Yamamoto K(2014)は、集積経済のより強い地域はより高い人口密度を持つ。そして、集積経済

のある地域は賃金率が高くなることから、子育て費用の機会費用が高くなり、TFRも低くなるこ

とが理論的に示されている。本研究の結果では、電気・ガス・熱供給・水道業、公務以外は、す

べて人口密度とTFRは負の相関が示され、理論と整合的になっている。また、Sato Y(2007)で

は、出生率の違いは賃金率の違いによるものであり、均衡状態でのTFRはより高い人口密度の

地域で低くなること。さらに、人口の多い地域は女性1人当たりの子供の数が少なくなることが

示されている。この点を本研究でも2000年から2010年の11年間の産業別TFRについて検証
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した結果、民間については人口密度の高い地域は出生率が低く、人口密度が高い地域は出生率が

高くなっている。公務については賃金率に大幅な地域差がないことや、育児休業制度の取りやす

さなどが影響し、集積の経済には影響されない可能性が高い。 

また、Sato Y(2007)で示されている低い人口密度の地域で産まれる子供たちの何人かは、より

高い人口密度の地域に移住することになるため、低い人口密度による地域からより高い人口密度

の地域へ移動がある。これは、人口密度の低い地域は転出数が多く、人口密度の高い地域は転入

数が多くなる。これについて、全ての年において人口密度の高い地域は転入超過数が高くなって

おり、人口密度の低い地域はマイナス、つまり転出超過になっている。 

最後に、様々な集積経済の指標について産業別TFRを検討した。集積経済の指標として理論

と整合的であったのは、雇用数と事業所規模の立地指数(製造業）、可住地面積あたりの工業統計

従業員数（製造業）、特化型集積指標、都市型集積指標の４つである。集積指標にはデータの作

成過程でそれぞれの特性があり、どのようなデータを用いた集積指標なのかによって大きな差が

ある。産業別のTFRと集積指標では公務のTFRが他産業とは異なっている。このことは、民間

企業で働く環境が公的機関で働く環境により近づくことにより地域差が狭められる可能性を示

しているかもしれない。 
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